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午前１０時０２分 開議

（出席議員数１８名）

────────────────────

開 議 宣 告

────────────────────

これより、本日の会議○議長（北猛俊君）

を開きます。

────────────────────

会議録署名議員の指名

────────────────────

本日の会議録署名議員○議長（北猛俊君）

には、

広 瀬 寛 人 君

岡 野 孝 則 君

を御指名申し上げます。

────────────────────

日程第１

市政に関する一般質問

────────────────────

日程第１ 昨日に引き○議長（北猛俊君）

続き、市政に関する一般質問を行います。

それでは、ただいまより、佐々木優君の質

問を行います。

１番佐々木優君。

－登壇－○１番（佐々木優君）

通告に従いまして、質問をいたします。

若者が仲間を募り自殺する。子が親を、親

が子を殺す。この国は一体どうなっているの

だと日本中に不安が広がっている時期に、こ

の上大臣までが死を選ぶとは言葉もない。信

じがたい思いだ。農水大臣が自殺した翌日、

北海道新聞の卓上四季の一節です。

真実を明らかにすることもなく、自殺を選

んだ、選ばなければならなかった松岡大臣。

事務所費問題、官製談合問題、さらに消えた

年金問題など、政治と金、いつまでも同じ過

ちを繰り返すのか、大臣の死をむだにしては

ならないと思います。

すべての国民１人２５０円、総額３２０億

円もの税金が、共産党を除く政党に毎年配ら

れる政党助成金。始まって１３年間で約４,

０００億円、その使い道を知る国民はいない

と思います。天下りと引きかえの事業の受

注、そして、受注企業から政治家への献金と

いう典型的な政治と官僚、財界の癒着の中で

国民の税金が食い物にされております。将来

のためにと必死に納めた年金保険料５,００

０万件、また、新たに１,４３０万件もある

ことが判明をいたしました。その総額は２０

兆円を超えるとも試算されております。

この年金がだれのものだかわからない、保

険料を納めたのに給付がない。国が詐欺を

やっているのと同じことだと思います。その

解決のために、何らまともな手だてをとら

ず、解決のめどをも示さないまま、直接責任

を負っている社会保険庁を解体、民営化しよ

うとしております。これでは、その責任まで

もが宙に浮いてしまうことになります。絶対

に許されないことです。すべての責任は国に

あります。国は、あらゆる手段を尽くして解

決に当たらなければなりません。

こうした国民の怒りを無視、逆なでするか

のように、この６月から定率減税の廃止と税

源移譲により住民税が大幅に増税されまし

た。届けられた納税通知書を見て、ほとんど

の方が驚いたと思います。この大増税と年金

制度は深い関係があります。定率減税廃止の

理由は、景気が回復したことと、年金財源の

確保のためとして、自公政権が強行いたしま

した。

しかし、景気回復は、一部の大企業にすぎ

ず、地方はその恩恵を全く受けておりませ

ん。そして、３年前、１００年安心の年金の

ため、年金財源の確保が必要として、定率減

税の廃止と年金への課税、合わせて２兆７,

０００億円の増税が決められました。しか

し、実際に国から年金に充てられた額は５,

０００億円にすぎません。年金制度の問題、

財源よりもずさんな管理運営にあります。

一方、景気回復というなら、大企業や富裕

層、大金持ちにも税金増税をするべきです。

しかし、定率減税と同時に導入された法人税

率引き下げや、所得税の最高税率の引き下げ

はそのままであります。
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さらに、新年度の税制改革では、大きな設

備を持つ大企業に有利な減価償却制度の見直

しと、庶民にはほとんど関係のない株式譲渡

益など、金融所得への税率を半減している証

券優遇税制は延長されました。定率減税廃止

によって庶民から吸い上げられた増税分１兆

７,０００億は、そっくりそのまま大企業や

富裕層、大金持ちへの減税に回されることに

なります。これでは格差社会、弱肉強食の社

会がさらに加速し、拡大することになりま

す。

このままでは、本当にこの国は一体どう

なってしまうのか、国民の怒りと不安は極限

に達しております。市民の暮らしもまた同じ

です。市民の暮らしを守る最高責任者として

市長の責務は重大です。市長のかじ取りがま

すます重要になっています。住民税の増税に

関してお伺いをいたします。

富良野市全体では、前年比約４億８,００

０万、納税者１人平均で約４万４,０００円

の増税です。特に、高齢者の暮らしは危機的

です。昨年も高齢者に対する老齢者控除の廃

止や年金控除の縮小などによって約５４０人

の方が非課税から新たに課税対象となり、年

金課税者１人平均約１万８,０００円が増税

となりました。関連している国保税や介護保

険料なども含めて３年間の緩和措置がとられ

ているために、ことし、来年とさらに負担が

加算されて続きます。

そして、来年４月からは、後期高齢者医療

制度が始まります。その保険料は介護保険料

と合わせて年金から天引きされることになり

ます。長期滞納すると資格証明書が発行さ

れ、保険給付が受けられなくなってしまいま

す。生きる権利を奪われているのと同じでは

ないでしょうか。

増税による市民の暮らしへの影響、同時に

地域経済に及ぼす影響も図り知れません。市

長の認識をお伺いいたします。

増税による市民への影響と、それに伴い、

関連している国保税や介護保険料、保育料、

公営住宅家賃などに影響が出ないのかもお伺

いいたします。

納付書が発行されて１０日余りが過ぎまし

た。苦情や問い合わせなども多くあると思い

ます。秋田市では１日３６０件の電話と訪問

が５０件あったそうです。千葉県松戸市では

２日間で２,０００件を超えたそうです。市

民に対し丁寧な対応と説明が必要です。市民

周知をどのように図っているのか、対応につ

いてお伺いいたします。

また、少しでも暮らしを助ける方策が市民

から強く求められております。今後の方策に

ついてお伺いいたします。

このようなことは、１自治体の努力で解決

できるものではありません。市民の暮らしを

困難にしている大元は国の政治にあります。

根源をただし国の政治を変えなければ、市民

の暮らしは守られません。この点について、

市長の見解をお伺いいたします。

次に、中心街活性化センターの運営につい

てお伺いいたします。

駅を挟んで東西にできた地域センター病院

と中心街活性化センター、同じ５月１日に

オープンをして１カ月が過ぎました。ともに

富良野市の発展のために、市民の要望にどれ

だけしっかりこたえられるか、持っている機

能と使命をどれだけ十二分に果たしていくこ

とができるのか。富良野市の将来を左右する

重要な施設であると考えます。

３年前の平成１６年度予算特別委員会で

は、活性化センターの予算である市街地再開

発事業補助金をめぐって多くの議論がされま

した。過去のいろいろな経緯はあっても、新

しい局面を迎え、今後の対応に知恵を集め、

目標達成に向けて努力をしていかなければな

りません。

活性化センターの取得に約１０億円が投じ

られました。市費は８億円、うち起債は５億

２,１６０万円、償還は平成３８年まで毎年

３,６００万円が必要になります。この施設

の持つ目的である商業活性化、健康増進、地

域交流が達成されるか否かが、駅前再開発事

業全体５５億円の成否をも決定づけるものだ
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と思います。管理運営は指定管理者制度によ

りふらのまちづくり会社が当たっております

が、本来、これだけの重要な意味を持つ施設

は、市がすべての責任を持って直営で行うべ

きではないかと考えています。

さらに、主要な部分である健康増進施設

は、業務支援として株式会社コナミスポーツ

が運営をしております。指定管理者は、主た

る業務を下請け、再委託をできないことに

なっています。下請け、再委託の考え方につ

いてお伺いいたします。

健康増進施設の１カ月の利用者は５,４５０

人でした。１カ月だけの数字で今後の判断は

できませんが、目標に対して、決して安心で

きる数字ではないと思います。利用者拡大の

努力は、施設が存在する限り永遠に必要なこ

とです。特に施設の効果として、老人医療費

の抑制や介護費用の抑制を見込んでおりま

す。そのためには、高齢者や障害者の利用拡

大をどのように図っているかが重要な点で

す。利用拡大の方策についてお伺いいたしま

す。

また、利用者からの要望や意見を積極的に

取り入れ、集約、改善していくことが、利用

拡大を図る上でも重要な点です。具体的な進

め方、また、運営協議会の設置はどのように

なっているのかお伺いいたします。

市として、指定管理料は年間７,２００万

円で３年間の契約となっています。しかし、

燃料費の高騰や人件費など、指定管理者に

とって厳しい経営状況が続くと予想されま

す。今後の対応についてお伺いいたします。

次に、河川の管理についてお伺いいたしま

す。

近年、地球温暖化が原因と思われる異常気

象が各地で多発しております。富良野でも昨

年７月、８月、３度にわたり局地的に記録的

な集中豪雨があり、農産物などに被害があり

ました。

発生してしまった自然の猛威を、人間の力

でとめることはできません。被害を想定し、

最小限度に抑えるための手だてが重要だと思

います。日常の点検とその対応が行政に求め

られております。

河川の管理は、国、道、市に責任の所在が

分担されております。しかし、一たん災害が

発生すれば、被害に遭うのは市民です。市

は、地域住民からの要望や実情をしっかり把

握し、国や道とも連携を密にして、改善策を

講じなければなりません。災害に対する基本

的な姿勢をお伺いいたします。

具体的な対策の一つとして、景観などの点

からも、河川敷地内の草刈りや雑木の伐採な

どが必要だと思います。しかし、実施状況は

極めて不十分です。地域住民の理解を得なが

ら、住民とともに取り組む課題です。こうし

たことへの今後の取り組み方、進め方につい

てお伺いをいたします。

以上、１回目の質問を終わります。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

佐々木議員の御質問にお答えをいたしま

す。

１件目の住民税の増税の影響と認識及び今

後の対策についてでございますが、平成１９

年度の住民税につきましては、いわゆる国の

三位一体改革による国から地方への税源移譲

により、所得税が減り、その分住民税がふえ

ることになりました。

しかし、税源の移しかえでございますの

で、税負担は基本的には変わらないように制

度化されているものでございます。

ただし、住民税につきましては、定率減税

及び老年者非課税制度の廃止、変更により、

税負担が生ずることとなります。

いずれにいたしましても、個人消費が伸び

ない現状にかんがみ、今後の地域経済に少な

からず及ぼす影響はあるものと考えておりま

す。

次に、国民健康保険税、介護保険料、公営

住宅使用料につきましては、税源移譲による

影響はありません。

ただし、１８年度より経過緩和措置による
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公的年金等控除額の見直しにより、国民健康

保険税、介護保険料について一部負担が出て

くる場合があると思われます。

また、保育料につきましては、国の保育所

徴収金基準額表の改正に準じて、本市の基準

表を本年４月より改正し、負担増の解消を

図っているところでございます。

次に、市民周知につきましては、昨年より

地域懇談会での説明及び広報への掲載、折り

込みチラシの配布等、あわせて道と連携をと

りながら、住民へのＰＲに努めてきたところ

でございます。

特に、苦情の対応につきましては、納税者

に対しまして、改正内容を説明しながら理解

を得ているところでございます。

次に、国政に対する考え方と今後の方向で

ございますが、今回の税源移譲、また、一連

の税制改正は、税の世代間負担の公平性を求

められたところでございます。

今後におきましても、引き続き、総合的に

対策を講ずるよう、市長会等を通じ、強く国

に対して要望をしてまいりたいと考えている

ところでございます。

２件目の中心街活性化センターの運営につ

いて、下請け、再委託の考え方と運営協議会

の状況についてお答えをいたします。

市と指定管理者であるふらのまちづくり会

社との指定管理協定書第２１条は、主たる業

務の再委託は認められていないものの、それ

以外の業務は認めることもできる趣旨でござ

います。

中心街活性化センターは、一つ、商業活性

化の拠点、二つ、健康増進、スポーツ振興の

拠点、三つ、地域交流の拠点として設置さ

れ、これらの目的推進のため、商業支援施

設、健康増進施設、地域交流施設から構成さ

れている複合施設でございます。

市からのふらのまちづくり会社への指定管

理業務内容は、これらの目的を達成するため

に施設を活用し、事業の取り組みを図るた

め、施設の管理運営を包括して行うものでご

ざいます。

御質問のふらのまちづくり会社と業務支援

団体の契約についてでございますが、市から

中心街活性化センターの指定管理を受託した

ふらのまちづくり会社が、その目的の一つで

ある健康増進のためのプログラム作成などの

取り組みへの技術支援を中心に契約したもの

であり、中心街活性化センター指定管理業務

の一部を業務支援としているものと認識をい

たしているところでございます。

次に、運営協議会の設置等につきまして

は、指定管理者からの提案として設置するこ

ととなっております。しかし、施設の管理運

営責任は、設置者である富良野市でございま

すので、指定管理者に対しまして、早急に設

置が図れるよう指導してまいりたいと考えて

おります。

また、利用状況でございますが、４月３０

日にオープンいたしまして、まだ１カ月半程

度しかたっておりませんが、５月の利用者数

は５,４５０名で、うち高齢者は４４９名、

障害のある方は７４名の利用でございます。

今後とも健康を維持していただくために

も、１人でも多くの方に利用していただくこ

とが重要であり、庁内におきまして、富良野

市中心街活性化センター利活用関係部課連絡

会議を発足し、転倒防止事業や健康相談受診

者、さらに老人クラブ、幼稚園、小中学校な

どへのＰＲ等、利活用促進に向けた方策や各

方面への利用を啓蒙しているところでござい

ます。

さらに、燃料費の高騰や人件費などの厳し

い運営の対応についてでございますが、議員

御指摘のとおり、燃料価格が上昇傾向にあ

り、今後とも上昇する可能性があると思いま

す。指定管理者としても、経費節減に努めて

いるところでございますが、燃料及び光熱水

費等の経費増については、実績をもって精算

することといたしているところでございま

す。

３件目の河川管理についてお答えをいたし

ます。

日常点検と災害に対する基本姿勢につきま
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しての御質問でございますが、本市には、空

知川を主要河川として、１３３の主流河川を

有し、国、道などの関係機関と連携をし、水

害発生の未然防止及び被害の軽減を図るた

め、治水事業や治山事業を計画的に行ってい

るところでございます。

また、河川愛護組合等の地域住民の協力を

得て、樋門樋管の操作管理と周辺の草刈り、

小河川への河道の障害物除去及び草刈りや下

水路、排水路の清掃を行うなど、河川の維持

管理に努めているところでございます。

今年度から新たにスタートいたします河川

団体草刈りボランティア制度を活用いたしま

して、河川敷地内の草刈り延長を拡大し、良

好な河川管理に取り組んでまいる所存でござ

います。

以上でございます。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

いつも私の質問は国○１番（佐々木優君）

に関係することが多いので、幾ら言われても

困るというのが正直な市長の考えかなと思い

ますけれども、随分、市民感覚とずれがある

と私は思いました、今の答弁を伺いまして。

増税による影響ですけれども、平均でいう

と４万４,０００円、９万２,０００円、平均

ですけれども、１万９０７人の方が富良野市

内の納税者ですけれども、１９万２,０００

円から１６万４,０００円、４万４,０００円

足すと１３万６,０００円ですか、それが平

均値ですけれども、ただし、いろいろ人に聞

きましたけれども、ある方は、１７年、おと

としの納税が非課税だった方、ゼロだった方

が、１８年、去年２万５,８００円の住民税

がかかりました。それで、ことし幾ら来たか

と聞きましたら、４万２,０００円。ゼロの

方が、この２年間で４万２,０００円ふえま

した。非課税だった方ですから、本当に年金

だけの大変な生活であると想像できますけれ

ども、また、ある方は、１７年に９,１００

円、去年５万４,０００円、ことし９万３,６

００円、たった２年間で１０倍ですよ、こう

いう実態。それぞれいろいろなケースがある

でしょうけれども、あります。

そして、国保税だとか介護保険料だとか、

ことしの増税によっては変わらないですけれ

ども、去年の増税によって変わった。去年試

算したのですけれども、夫婦ともに７０歳の

方で、年収お二人合わせて２８０万円で生活

されている老夫婦の方の国民健康保険税は、

１７年に７万３,７００円、去年８,３００円

ふえました。８万２,０００円になりまし

た。ことしこの方は１１万４,２００円にな

りました。そして、さらに来年１２万２,５

００円になります。この３年間で４万８,８

００円高くなります。合わせて介護保険も１

７年に５万５,８００円だった方が、６万１,

７００円、ことしは８万１００円、来年は９

万８,５００円。こういったように、この３

年間で４万２,７００円こんなふうに上がる

わけです。

こうした影響は、本当に僕は大きいと思う

のですけれども、影響はないとは言っていま

せんけれども、その認識というのは、ちょっ

と普通、僕の認識でもそうですけれども、多

くの市民の皆さんの認識とも少しずれている

ような気がするのですけれども、その辺の認

識について、もう一度お伺いをいたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の再質○市長（能登芳昭君）

問にお答えをさせていただきたいと思いま

す。

先ほど御答弁させていただきましたけれど

も、認識のずれという御質問でございますの

でお答えをさせていただきますけれども、住

民税というのは、道民税と市民税を合わせた

のが住民税でございます。今御説明いただい

ている４万４,０００円というのは、道民

税、市民税を合わせた額の話をされているわ

けでございまして、その点ひとつ、ここで私

の方から、道民税、市民税合わせたのが住民

税であるということを御理解をしていただき

たいと思います。
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認識の問題でございますけれども、私も、

長く自治体に勤めていまして、税関係もやら

せていただきました。現実に、佐々木優議員

がおっしゃる方々等についても御相談を受け

た状況もございますし、非常にそういう状況

の中で国において税制改正の税源移譲をやっ

たと。税源移譲するということは、住民税を

ふやして所得税を減らす。全体には減らない

わけです。一つのどんぶり勘定の中で、住民

税に移行したり所得税から住民税に移行す

る、こういう形がとられたというのが今国の

政策でございまして、御質問ございました中

では、負担増というのが当然出てくるという

のが考え方の一つでございます。

それから、もう一つは、国において、それ

ぞれ制度改正という形の中で、御質問にあり

ましたけれども、一つには、老年者控除の控

除をなくしてしまったと、こういうことが非

常にお年寄りに対する税負担の増加につなが

るような政策がとられてきたと、これが私は

大きな要因ではないかという認識をいたして

いるところでございます。

そういう中で、高齢化社会ですから、当

然、人口の高齢化率も伸びて、本市において

も、よく２３％前後を超すような状況でござ

いますから、それぞれ夫婦なり単身世帯で過

ごしております高齢者の方々には、大変この

重みという感じでは、負担が大きくなるとい

うことは十分認識を私自身もいたしていると

ころでございます。

しかし、市町村自体で、御質問があったと

おり、現在の制度では市町村だけでこの云々

はなかなか難しい問題であります。私は、そ

ういう意味で、それぞれ関係する全道市長

会、全国市長会、あるいは関連する団体等も

考え合わせながら強力に、今御質問あった問

題の中で、税を改正するではなく、それに見

合っただけの税補てん的な役割のものを見て

いただく運動をこれから積極的に進めていか

なければならないと、このように考えている

ところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

道と市に分かれるの○１番（佐々木優君）

だと。確かに道に納めるお金が本当にふえま

して、去年の１.８倍くらいに。平均で１.５

倍ですけれども、道に納める方がともすれば

２倍になっているという状況があります。だ

から市には入ってこない。

でも、市民から見れば、先ほど川の問題で

も言いました、河川の問題でも言いましたけ

れども、国、道、市と管理する負担はそれぞ

れ違っていますけれども、市民からすれば同

じことというか、行政がやることという意味

では同じにしか見えないわけで、負担が来る

のは市民なわけです。

だから、市民の感覚にかえって考えると、

市民の一番近いところに市の行政があるわけ

ですから、そこがしっかり手だてをする。

さっき言った説明もしなければならないと思

うのです。

先ほど言ったように、説明の問題、住民か

らたくさん、何件来ているか、できたら教え

ていただきたいのですけれども、ほかのまち

でもたくさん苦情の問い合わせが来ていま

す。それらに対してどのように対応されるの

か、その辺についてお伺いしたいのですけれ

ども、ただ単に制度が変わったという説明

で、恐らく住民の皆さん納得できないと思う

のです。なぜなのだ、こんなに暮らしが、収

入がふえたのなら税金納めるの当然です。税

金も上がっていくのは当然なのです。

だけれども、どんどん暮らしが悪化してい

るのにかかわらず、税金がふえていくのはな

ぜなのだという、そういう問い合わせがきっ

と多いと思います。それらに対して具体的に

どのように説明をされるのか。具体的な、先

ほど前段申し上げましたけれども、中身につ

いて年金に関連している部分、年金の制度の

ために税源が必要だということで、この制度

についてもしっかり説明する必要があると思

うのですけれども、その辺の住民に対しての

説明についてお願いいたします。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）
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す。

市長能登芳昭君。

住民に対する説明と○市長（能登芳昭君）

いう状況でございますけれども、前段、私も

お答えさせていただきましたけれども、税に

対する不服申し立て等的なものもございま

す。税額が間違っているか、間違っていない

かの問い合わせもございます。

ただ、税額が上がったからどうしようとい

う状況的なお話というものは、これは、やは

り賦課する側の立場としては、そこの状況的

なものを含めてお話し申し上げますと、難し

い状況であるというならば、あるいは分割的

に分納していただく方法、支払いやすい状況

づくりをしていく、こういうことが一つある

と考えております。

さらに、税金という国民の一つの義務とい

う状況の中で進められているということでご

ざいますから、私は、今の佐々木優議員の御

質問に対しては、個人的な感情としては、当

然、私も佐々木優議員と考え方としては相違

はございません。

しかし、行政を行うという状況の中におい

ては、行政そのものというのは、やはり相互

扶助の中で行っていくということが私は建前

でないかと。そうしますと、そういう税金の

納められない方についてはどう対応するかと

いえば、これは別な角度で検討することでご

ざいまして、税の納める段階でそういうお話

というのは私はいかばかりかと、このように

判断をいたしているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

納める方法ではなく○１番（佐々木優君）

て、先ほど言ったように、確かに気持ちとし

てはわかるがという、行政を担う立場として

はまた違うのかもしれません。

だけれども、事実は事実として、しっかり

住民に知らせなければ住民はわからないので

すよね。なぜこんなに上がるのだと。先ほど

言ったように１０倍も２年間で上がった方も

おられるわけで、どうしてなのだ、年金の額

は一銭も変わっていない、逆に減らされてい

る。スライド制になりましたので、若干年金

は減っているのに、税金が１０倍にもなって

しまう。国保税なり介護保険税の保険料も上

がってしまう。この事実は一体どうなってい

るのだという、詳しく求めてくる市民の皆さ

んってたくさんいらっしゃると思うのです。

それに対してどうやって答えるのか。分納す

ればいいという問題では全然なくて、根源は

どこにあるのか。やっぱりその辺を知らせる

義務が市にあると思うのですけれども、その

辺の対応について、もう一度お伺いします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の再々○市長（能登芳昭君）

質問にお答えいたしますけれども、私は、税

の問題を含めて、どこに根源があるかという

御質問でございますけれども、先ほど御答弁

させていただいたとおり、税の負担の中で、

一つは、大きく老年者控除の廃止がございま

した。もう一つは、定率減税を完全になくし

てしまったと、こういう状況ですから、定率

減税が重みをなしていたという状況の中でそ

れがなくなったということですから、当然、

税の負担額というのはふえてくると、こうい

う状況でございます

ですから、制度改正というよりも大きく、

ただいま申し上げました定率減税の撤廃、さ

らに老年者控除の廃止、こういうものの中

で、税計算上の収入はふえないけれども控除

額がなくなったと、こういうことですから、

収入が１０のところを、今まで控除あって５

だったやつが５が２になったと。ですから、

その差額については税額はふえると、こうい

う状況でございまして、私は、当然、担当職

員の方では、十分、理解するしないにかかわ

らず、そういう形の説明を制度上、御説明を

させていただいていると、こういう形でござ

いますので、御理解を賜りたいと思います。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

だから、制度の理解○１番（佐々木優君）
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の仕方では市民は納得できないと思うので

す。水かけ論になると、余りしつこくはしま

せんけれども、だから、どうしてなのかとい

う根拠をしっかり市民に知らせなければ、市

民は、それは泣く泣く帰っていくでしょうけ

れども、しっかり、なぜそこがなったのか。

なぜこんなにふえたのかという根拠をしっか

り説明する必要があると思うのです。

それでないと、本当に何度も言いますけれ

ども、納得、理解は、納得しなくてもしよう

がないのだということではなくて、最後まで

しっかり皆さんに、こういう制度がこういう

ことでこうなったのだということを説明しな

ければならないと思いますけれども。

暫時休憩いたします。○議長（北猛俊君）

───────────────

午前１０時３８分 休憩

午前１０時４１分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

休憩前の佐々木優君の御質問に御答弁を願

います。

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の再々○市長（能登芳昭君）

質問にお答えをいたしますけれども、それぞ

れ、私は賦課された市民に対しましても十分

先ほどから御答弁させていただいている内容

を含めて、俗に言う親切丁寧な状況づくりを

しながら御説明をさせていただきたいと、こ

のように思っているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

できることできない○１番（佐々木優君）

ことがありますので、納得はできませんけれ

ども、僕が言いたいのは、なぜこの定率減税

がなくなってしまったのか。先ほど前段で

言ったように、１００年安心の年金、これら

の財源のために定率減税がなくなったのだと

いうことです。それ以上言いません。そのこ

とをしっかり市民に知らせなければ市民も納

得できないと、それを説明したから納得でき

るかというとそうでもないかもしれませんけ

れども、次の質問に行きます。

それで、そのことと深い関係があるのです

けれども、国の政治に対してしっかり物を言

うということが、本当に今は大事なときだと

思うのです。

実は、２年前の平成１７年の１２月の議会

のときに、サラリーマンの増税、今回されま

した定率減税廃止を求める意見書というのが

議会から出されました。当時、市長は議員で

したので、提案者は私でしたので、署名をお

願いしに当時の能登議員さんのところに行き

ました。署名をしていただきました。なかな

か僕が持っていくと署名を皆さんしていただ

けないのですけれども、このとき能登議員さ

んにしていただきました。ほか３名の皆さん

とともに、サラリーマン増税をしない、この

意見書に署名をしていただきました。

この気持ち、もちろん先ほど言ったよう

に、立場が変わりましたのでいろいろ複雑な

状況もおありかと思います。でも、同じ人間

なのですから、持っているものはそんなに変

わっていないと、そう理解をします。

であるならば、やはりしっかり市民に、先

ほどの問題とも関係しますけれども、知ら

せ、そして、国に、全道市長会なり何なりを

通じてということももちろん大事ですけれど

も、それ以上に、やはりしっかりと国に物を

言っていく。市民の代表として、市民の本当

に苦しい生活を代弁して国にしっかり物を

言っていく、これが市長に与えられた大事な

仕事だと思いますので、その点、もう一度答

弁をお願いいたします。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の御質○市長（能登芳昭君）

問にお答えいたしますけれども、私は、行政

を運営する立場の１人といたしまして、ただ

いま佐々木優議員がお話しされたことについ

ては十分理解をした上で、今後、国やあるい
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は道内の選出国会議員、あるいは関係する上

級機関に対しまして、ただいまの趣旨を十分

踏まえながら、私なりの行動をさせていただ

きたいと、このように思うところでございま

す。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

次の問題に移りま○１番（佐々木優君）

す。

中心街活性化センターふらっとについてお

伺いをいたします。本当に先ほど言いました

ように、重要な施設だと思います。正確に言

いますと、この施設を建てるのに要した費用

ですけれども、９億９,４１５万４,７５１円

の税金が使われました。すべて税金です。そ

のうち２億円が国からの補助金です。そし

て、一般財源が１億９,２５５万４,７５１

円、財政調整基金の繰入金が８,０００万

円、市債、借金となるものが５億２,１６０

万円を要しました。この起債については２０

年償還で３年据え置き、１.８％の利息がか

かります。３年間据え置きですけれども、払

い終わるのは平成３９年３月２５日にすべて

を払い終わる予定になっております。これだ

けのお金がこの施設にかかったということで

すから、本当に真剣にこれに力を入れてやら

なければならないと思うのですけれども、そ

の辺の認識、多分同じだと思うのですけれど

も、その辺の意気込みというか考え方、それ

について確認をしたいと思いますので、一度

答弁をお願いいたしたいと思います。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の御質○市長（能登芳昭君）

問にお答えいたしますけれども、私も中心街

活性化センターにつきましては、これだけの

事業を現行の予算の中でやっていくというこ

とは、当然、借金をしてやらなければならな

いという形がとられたわけでございますけれ

ども、私は、この健康増進を含めた三つの商

業施設、地域交流施設、健康増進施設、これ

らを含めて富良野の市民の方々が利用促進を

どうやるか、私は過日、先ほど御答弁させて

いただいたとおり、それぞれ市の庁舎内に連

絡会議をもちまして、できるだけ多くの人

が、団体等が、施設の利用ができる体制づく

りをいたしました。

そういう中で、これはやはり活用する、し

ていただく方の意識を高めていくようなこと

もあわせてやっていかなければなりません

し、当然つくった以上は、宝の持ち腐れにな

らないようなそういう利用を常に念頭に置き

ながらやらなければならないと。そういう強

い決意を持ってこの運営には行政が全面的

に、現在、指定管理者になっておりますふら

のまちづくり株式会社に対して支援をしてい

かなければならないと、このように考えてお

りますし、もう一つは、市民の方々が利用な

さって御不便があるようなところは言ってい

ただく。そして、使いやすい状況の中で進め

ていただく。それが先ほど佐々木優議員がお

話しされていましたとおり、一つには、健康

増進を含める中で、医療費の削減的なものに

もつながっていくような状況が、１年１年積

み上げることによって達成される状況を私は

つくっていくことが御質問にお答えすること

になると、このように考えておりますので、

そういうことを含めて、私はこの運営に当

たっては強い決意を持って当たるということ

で、御理解を賜りたいと存じます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

認識としては、本当○１番（佐々木優君）

に頼もしいというか、本当にそのとおりだと

思います。

それで、具体的にお伺いをいたします。

ところが、そういう認識のもとにあるので

すけれども、まちづくり株式会社に指定管理

者として当たっていただいておりますけれど

も、そのまちづくり会社が、業務支援として

コナミスポーツさんに業務を一部お任せをし

ているところがあるということなのですけれ

ども、まちづくり株式会社との協定書の中



― 72 ―

で、第２１条、乙というのは引き受けるまち

づくり株式会社ですけれども、乙は管理運営

の全部またはその主たる業務を第三者に下請

けさせ、または再委託することはできないと

第２１条でなっております。主たる業務とい

う位置づけが、これは主であるかないかとい

う認識の仕方が僕の認識とは違うのでしょう

けれども、その辺の解釈の仕方、先ほどの答

弁でもありましたけれども、もう一度お願い

いたしたいと思います。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

再質問の御答弁に対○市長（能登芳昭君）

しまして、所管課の商工観光室長よりお答え

をさせていただきます。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

商工観光室長高山和也君。

佐々木優議○商工観光室長（高山和也君）

員の再質問にお答えいたします。

まず、その前に、共通認識といたしまし

て、指定管理者でありますまちづくり会社の

任務について、共通認識もしてまいりたいと

思います。

まず、商業の活性化、支援事業、さらには

健康増進として、プールでありますとか体力

増進の施設、そしてまた地域の交流施設、こ

の複合用途を業務として指定管理を行った次

第であります。

まちづくり会社の中では、特に健康増進、

あるいはプール、そしてまた体力づくり、そ

ういったものの職能的にすごく高い優秀な人

物を他市２都市、いろいろな増進施設でスキ

ルを学んだ方を、富良野出身の職員を採用

し、この業務に当たっているところでありま

す。

また転倒防止、その他プールに関する問

題、さらには商業の活性化、その他にも精通

した職員を養成し、この任務に当たってい

る、こういうことで、ひとつは御認識を賜り

たいと、このように思います。

さて、先ほど言いました協定書の第２１

条、この関係については、下請等の制限と

なっております。２１条の第１項には、ただ

いま佐々木議員が申しましたとおり、管理運

営の全部、またその主たる業務を第三者に下

請させ、または再委託することはできない、

このようになっております。がしかし、その

下に、第２項には、乙は管理業務の主たる業

務を除く業務を第三者に下請させ、または再

委託する場合、これはできる。市の承認を受

ければできると、こうなっております。

この再委託、全部または主たる業務の再委

託の見解についてであります。

この関係につきましては、当然、建設業法

とか、あるいはその他にも条文がありますと

おりでありますけれども、その主たる業務の

再委託の禁止とはの定義でありますけれど

も、このことによって、つまりは丸投げをす

る。丸投げとは、身も心も、つまり業務の責

任、安全とかそういうものに対する責任、こ

ういったものもすべて第三者に委託すること

を、主たる業務の丸投げ、つまり再委託と称

しております。

このことによって起きることは、一つは、

受託者がそのことによって利潤を追求する余

りに、質の低下でありますとかサービスの低

下を招く、これが第１と。それからまた、丸

投げでありますから、その責任の所在もあい

まいとなって、安全を欠くことになります。

これが主たる業務の再委託の禁止の条項であ

ります。

一方、業務支援の内容について御説明申し

上げます。

ここで言う技術支援等につきましては、こ

の特殊な、例えば健康増進のトップアスリー

トたちの筋力をつけるとか、あるいはそのほ

かに、各種のプログラムをつくって機器を用

いた指導をするなど、こういったものを供与

するものであります。このことによって、質

の向上でありますとか、あるいはサービスの

向上につながる、これが目的であります。ゆ

えに、市民にとってサービスの向上につなが

るのが、この技術支援の位置づけでありま
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す。

したがいまして、そういった点からも、技

術支援と再委託の違いは認識いただきたい

と、このように考えているところです。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

今まとめますと、長○１番（佐々木優君）

かったですけれども、丸投げ以外は主たるで

はないのだという、それはそれでいいです。

それは僕は一般論として、主たるというのは

僕が思っている、先ほど言ったとおりだと思

いますけれども、それはそれで認めたとして

も、次にお伺いしたいのは、コナミスポーツ

さんが悪いとかそういうことでは全然ありま

せんけれども、それに対しての監視機能がど

う働いていくのか。チェック機能がどう生か

されるのか。ここが一番僕が心配するところ

なのです。

今話題のコムスンもありますけれども、社

会保険庁もそうですけれども、本当にこの

チェック機能が、今残念ながら失われてい

る。人をチェックをするということは自分に

も降りかかるわけで、それがお互いの相乗効

果で、本当にチェック機能というのは生かさ

なければならない大事な機能だと思うのです

けれども、まちづくり会社とコナミスポーツ

の間で業務支援契約というのが行われまし

た。これが書類の表紙なのですけれども、そ

こに課長、室長、部長の印鑑が押してあるの

ですけれども、これ、今副市長ですけれど

も、助役、前の書面ですけれども、助役、市

長のところに印鑑が押してありません。助役

のところに部長専決の印が押してあって、助

役、市長には、もちろん見られたかもしれま

せんけれども、証明する印鑑は押してありま

せん。これはチェック機能ということからい

えば、落ち度というかチェック機能が失われ

ているのではないかと思うのですけれども、

この点お伺いいたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

商工観光室長高山和也君。

佐々木議員○商工観光室長（高山和也君）

の再質問にお答えいたします。

この関係については、３月時点等で行われ

たものだと認識しておりますが、いわゆる業

務の内容の一環として行われる執務について

の決裁権限が、当時の室長の権限に当たって

いると、このように理解をしているところで

ありますので、御理解賜りたいと、このよう

に思います。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

確認をしますけれど○１番（佐々木優君）

も、助役、今副市長ですけれども、副市長、

市長にはこの文書は回っていないということ

で確認してよろしいのでしょうか。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

商工観光室長高山和也君。

そのとおり○商工観光室長（高山和也君）

でございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

それでは、チェック○１番（佐々木優君）

機能がしっかり行われたということにはなっ

ていないと思うのです。まちづくり会社に確

かにお任せをしました。だから、まちづくり

会社のある程度の力量にお任せをするところ

はあります。だから、まちづくり会社との間

では、しっかりチェックする機能あるかもし

れません。だけれども、コナミさんとの

チェック機能は、市とコナミさんの間にまち

づくり会社が入っているわけですから、この

チェック機能がないということ。ゼロではな

いにしても、まちづくり会社に委任された部

分、まちづくり会社が責任を持っているのだ

からいいという考え方なのでしょうか。これ

ではまずいと僕は思いますけれども。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

商工観光室長高山和也君。

佐々木議員○商工観光室長（高山和也君）
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の再々質問にお答えいたします。

一般通常的に、市が室長、つまり部長職の

行う権限として契約がなされた案件における

協定書の内容についての事項でありますか

ら、それは室長の権限に属すると、このよう

に考えております。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

だから最初に、市長○１番（佐々木優君）

がこの施設は大事な重要に効果的に発揮しな

ければならない施設だとおっしゃったにもか

かわらず、この協定についてはその必要がな

いということです。

だけれども、活性化センターの管理業務収

支計画というのがあるのですけれども、１年

間の収入は８,８４６万７,０００円、このう

ちの人件費が４,３６２万円なのですけれど

も、この人件費は、僕もまちづくり会社の担

当の方に聞いたのですけれども、コナミさん

に関係している部分の金銭の関係はどうなっ

ているのかとお聞きをしたのですけれども、

取締役会を開かないとそれは教えられないと

いうことで教えてはもらえなかったのですけ

れども、こちらの想像で違っているかもしれ

ませんけれども、この４,３６２万円という

人件費、２２人分だそうですけれども、これ

はまちづくり会社が雇っているのではなくて

コナミスポーツさんが雇っているというふう

に、確かではないですけれども、そういうよ

うなニュアンスでお答えをしていたのですけ

れども、だとすると、８,８００万円のうち

の半分がコナミスポーツさんの収入となると

思うのですね。

そうしたら、主たる業務というのは、やっ

ぱりコナミスポーツさんになってしまうので

はないか。だから主たるというのは、丸投げ

する以外は全部主たるではないというのであ

ればそれはそうです。主たるではないですけ

れども、確かに大きな部分があるのです。

４,０００万円の仕事がコナミさんにもし

回っているとすれば、市や市長や副市長が

しっかりここも監視し、議員も監視しなけれ

ばならないと思うのですけれども、この間に

入っているという、こういう現状があると思

うのですけれども、この辺のところについて

御説明をお願いいたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の再々○市長（能登芳昭君）

質問にお答えいたしますけれども、一つに

は、協定をいたしたのがまちづくり会社でご

ざいます。指定管理者制度にのっとって協定

をいたした。それは、市とまちづくり会社の

協定であります。

ただいま御質問受けている問題について

は、それぞれ業務委託の中で、まちづくり会

社とコナミとの間で健康増進にかかわるプー

ル関係の業務を委託するという形でございま

すから、先ほどから何回も御答弁させていた

だいております商業施設の管理、あるいは地

域交流の管理、そういう総合的なものは当然

市は、私も決意述べさせていただきましたけ

れども、これは成功させなければならない大

きな富良野市の事業でありますから、これは

今佐々木優議員がおっしゃるような形につい

ては、監視体制というのはとっていくのが当

然でありますから、私はあえてそこまで御質

問の中で市がどう介入するかということは、

それぞれ指定管理者制度にのっとった協定の

中で明確にうたっているわけですから、それ

らの状況を踏まえながら総合的に行政として

の監視というよりも、より効果的な効率的な

運営をしていただけるように指導をしていく

と、こういう形を私はとるべきであると、こ

のように考えているところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１番佐々木優君。

この施設の目的で○１番（佐々木優君）

す。先ほど市長もおっしゃいましたけれど

も、抑制効果、老人医療費２,８００万円、

一般医療費２,６４０万円、介護費用の抑制

効果６,７６０万円、あわせてこの施設がで

きることによって１億２,２００万円の効果
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があるということで、僕は最後までこの予算

反対しましたけれども、全体として多くの議

員の皆さんが賛成をされました。この効果が

あるから、この施設が皆さんの賛成によって

でき上がったのだと思うのです。

だからこの数字、１億２,２００万円を達

成しなければならないという責任、１００％

で、もしも目指すものですから、１００％に

なるかどうかはわからないにしても、これを

目指して、職員の皆さんしっかり力を合わせ

てやらなければならないと思うのです。

ところが、先ほど言ったように、届かない

ところに、僕は届かないと思っているのです

けれども、だって、市民の方が使っているの

に、コナミの方とは接しているけれども、ま

ちづくり会社や行政の方とは接しないわけで

す。間にコナミさんとまちづくり会社がい

て、それから行政に伝わってくるわけです。

だから、どんどん市民の意見、要望がすぐ

直に行政の方に伝わってこない。そして市が

また何かやろうと思うと、こういう間に二つ

の団体が入って、市民にということになるわ

けです。

だから、このときの前の議論の中で、茨城

県大洋村の中でこの数字が出てきたのですけ

れども、茨城県大洋村では、１００％の出資

をして、健康づくり財団というのをつくっ

て、村が直接、村の健康課、教育委員会が直

接ここに手を加えて、その目標達成のために

やっている。

でも、富良野市の場合、保健課なり教育委

員会が直接ここに……。

発言時間を超えており○議長（北猛俊君）

ますので、簡潔にお願いいたします。

そういう状況にあり○１番（佐々木優君）

ますので、その辺の御答弁をお願いいたしま

す。

趣旨についてだけ御答○議長（北猛俊君）

弁をお願いします。

市長能登芳昭君。

佐々木優議員の再々○市長（能登芳昭君）

質問にお答えをさせていただきたいと思いま

すけれども、共通認識としては、健康増進セ

ンターを含めた中心街活性化センターの建設

に当たっては、それぞれいろいろな議論の中

で、将来展望を考えた場合に、そういう施設

をつくるということが議会の方でも御承認を

していただいたと。こういう中でできたもの

をどうやって、市民、あわせて、行政運営が

うまくいくように、そして、ただいま御質問

あった問題解決の一助になるような、そうい

う運営を私はやっていくということで御答弁

をさせていただいた経緯がございます。

御質問の趣旨は十分踏まえながら、私たち

も全力を傾注しながら、それぞれ指定管理者

とも常に連絡調整をとりながら運営を図って

いくように努力をしてまいりたいと、このよ

うに考えているところでございます。

以上で、佐々木優君の○議長（北猛俊君）

質問は、終了いたしました。

ここで、１０分間休憩いたします。

───────────────

午前１１時０６分 休憩

午前１１時１７分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

次に、岡本俊君の質問を行います。

８番岡本俊君。

－登壇－○８番（岡本俊君）

通告に従いまして、質問してまいりたいと

思っています。

最初に、富良野市財政健全化計画について

お伺いいたします。

三位一体の改革は、２００１年に成立した

小泉内閣における聖域なき構造改革の目玉と

して始まり、２００２年に骨太の方針２００

２年が決定し、税財源配分の三位一体改革

は、地方税、地方交付税、国庫補助金、補助

負担金を相互に関連づけて一体的に改革しよ

うとするもので、国庫補助金の負担金の対象

事業のうち、引き続き、地方が実施主体で実

施するものは税財源を移譲する。ただし、国
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庫補助金負担額削減と同額の税財源移譲が行

われるのではなく、義務的な事業は徹底的な

効率化を図った上で、所用の全額を移譲し、

その８割程度を目安にするものでありまし

た。

実際には、削減を税財源移譲にはリンクせ

ず、一方的に交付税が削減されているのが実

態であります。

小さな政府を具現化する地方分権推進、三

位一体改革であったはずでありますが、実際

には、国の財政破綻を地方に押しつけたと

いっても過言ではありません。

さらに、新型交付税は、竹中前総務大臣の

諮問機関として設置した地方分権２１世紀ビ

ジョンで導入、懇談会で決定され、安倍内閣

が具現化したものであり、その内容は、人口

と面積を基本とするもので、人口規模の小さ

な自治体は交付税の削減となるわけでありま

す。

国は、地方分権といいつつ、税財源の移譲

のないまま、財政を武器に、自治体のさらな

る合理化と合併圧力を強め、基礎自治体を人

口３０万規模に向けた動きであり、最終的

に、国の方針として中央集権的な国家像を描

いているのが実態であります。

このような改革の中におきまして、富良野

市は、行財政改革を行い、職員適正化計画、

職員給与の見直し、事務事業の見直し、指定

管理者の導入、施設利用料の見直しなどを

行ってきましたが、今年も昨年に引き続き、

財源不足は３億２,０００万円となり、財政

調整基金の運用などにより財源補てんを行っ

ております。

実際には、職員給与の見直しで２億円程度

ありましたので、５億円の不足といっても過

言ではありません。

市長は、今年度市政執行方針に置き見て、

富良野市財政健全化計画の策定をし、身の丈

に合った安定した健全財政の確立に取り組む

と述べておりますが、計画の現状の進捗状況

と健全化目標の到達点についてお伺いいたし

ます。

さらに、今日までの行財政改革の評価をな

くして財政改革はないと思いますが、その点

についても改めてお伺いし、今後の市の財政

状況についても、どのように分析するかをお

伺いいたします。

市政執行方針の中で、身の丈に合った健全

化財政と明記しておりますが、私の目から見

ると、歳入と歳出を合わせるという考えであ

りますが、どうしても財政優先は、市民生活

に及ぼす影響は大きく、富良野市の将来に対

する不安も連動すると思いますが、市長は、

健全化計画における富良野市の目指す都市、

計画の意義と策定目的、目的見直し検討項

目、さらには市民に対する情報開示について

どのように考えておられるのかをお伺いいた

します。

私は、厳しい財政状況の中で、健全化計画

は、少子高齢化社会を見据え、医療、福祉、

市民生活を守る視点が不可欠であり、市民が

将来展望が描ける計画でなければならないも

のだと思っております。

次に、健全化計画と総合計画の位置づけに

ついて伺います。

総合計画は、ローリングを行い、前期、中

期、後期をそれぞれ分け、大型公共事業につ

いては、駅前再開発、寿光園改築などが終了

し、市長就任以後、新規の公営住宅を中止し

ております。１９年度の予算の概要の一節

に、富良野市総合計画の着実な前進と明記さ

れておりますが、後期総合計画と財政健全

化、これによる事業の中止あるいは見直しが

想定されるのかを伺います。

財政健全化計画の期間を市長は７年と表明

しておりますが、この７年の間には、新総合

計画との関連もあると認識しておりますが、

その点についてお伺いいたします。

財政健全化において、ごみの有料化、水道

料金、下水道料金など、新たな市民負担があ

るのかどうか、その点についてもお伺いいた

したいと思います。

私は、財政の健全化は、市民、職員の理解

と協力なくして達成されないと思っておりま
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す。財政健全化計画は、市民の皆さんと共有

できる富良野の将来に向けた目標を提起しな

がら行うべきだと思っております。

私の提案でありますが、市民協力の成果と

して、具体的に富良野市としての子育て支援

の事業強化や、例えば医療、福祉を守るため

に医師確保基金の創設など、地域の産業の育

成など、市民の皆さんの協力と努力と我慢が

富良野市の将来像を共有できる政策目標をあ

わせて設定すべきと思いますが、市長の見解

をお伺いいたします。

次に、通年雇用促進事業についてお伺いい

たします。

冬期雇用支援制度は平成１８年度をもって

廃止となり、通年雇用促進事業がスタートい

たしました。積雪または寒冷地地域におい

て、季節の影響を強く受ける季節的業務に従

事する労働者は、季節的に離職を余儀なくさ

れることが多く、１７年では、全国平均で２

３万５,０００円、その９割が北海道、東

北、北陸に集中しております。地域の季節労

働者を取り巻く環境はさまざまであり、今回

の通年雇用事業は国の一律政策を講じるので

はなく、地域による自主的創意工夫の取り組

みによって、季節労働者の通年雇用の促進を

目指すものであります。

季節労働者の事業に関しては、具体的には

ハローワーク単位で組織され、地域で、実施

主体は市町村となり、道内４０地域で、実施

期間は３年として効果を翌年当初に評価し、

事業評価で一定の効果が認められれば３年間

継続するものであります。

そこで、市長にお伺いいたしますが、富良

野市の地域雇用促進事業の取り組み状況と、

その対象となる人の実態についてお伺いいた

します。

次に、新たな農業計画についてお伺いいた

します。

今日、世界的に地球温暖化現象に伴い、環

境が地球規模で議論されております。先日ド

イツで行われたサミットも、議論の中心に

なったところであります。

しかし、地球温暖化対策を示唆した京都議

定書には、ＣＯ 最大の排出量のアメリカが２

参加せず、議定書と現実との乖離は、一層、

地球の悲鳴が大きくなっていると思っており

ます。

同時に、環境がビジネスとなり、ガソリン

の代がえエネルギーのエタノールが世界的に

注目され、世界最大の産有量を誇るブラジ

ル、第２位のアメリカは、エタノールの生産

拡大を国策としております。その結果、サト

ウキビ、トウモロコシの生産拡大は、大豆、

菜種、レモン畑の減少となり、世界的に食糧

価格が高騰し、特に大豆価格は、アメリカ産

で前年度対比４０％の上昇で、家畜飼料の高

騰、日本の食品メーカーの価格維持が困難と

なり、食品の値上げは、今後も食品全般に拡

大する勢いであります。

アグリビジネスは利益を求め、農作物の連

作、違法伐採による森林破壊は、逆に地球温

暖化を拡大し、価格上昇は２０億人の飢餓人

口の拡大となり、同時に地球規模での争いの

火種にもなるわけであります。

改めて私たちは日々の生活の中で、食糧、

農業を見直す時期に来ていると私は思いま

す。

しかし、日本の農業政策は、自給率４０

％、国民の食糧を外国に依存することを高

め、危険なかけであります。農産物の買い負

けが発生するならば、日本も飢餓状態になる

ことも考えられるわけであります。

国は、２００５年３月に制定した食糧農業

農村基本計画の基本的な考え方は、日本の農

業の規模拡大による国際化対応であります。

現在、日本に２４０万戸の農家が生活してお

ります。それが４０万戸の農家と５万件の農

業法人で自給率４５％を目指すことは、非常

に危険な政策と言えるわけであります。

富良野農業に目を転じてみると、１２年前

に、平成７年でありますが、農家戸数は１,

２１８戸、１戸当たりの経営面積は８.１７

ヘクタールで、富良野市の農用地面積９,９

９６.２４ヘクタール、初めて農用地１万ヘ
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クタールを切った年であります。

最近の新しい数字でありますが、１８年度

で農家戸数は８３０戸、１戸当たりの平均面

積は１１.５９ヘクタール、富良野市の農用

地面積は、９,３４６.９ヘクタールでありま

す。

１２年前、耕作１０アール当たりの生産農

業所得は７万７,０００円でありましたが、

平成１７年度は６万９,０００円と、さらに

は農家全体の約２５％、４軒に１人しか農業

後継者がおらず、これら富良野農業は、国際

化の農業、農耕地面積の減少、農業後継者の

不足を課題とし、その中での農業計画となり

ますが、大変厳しいものと認識しておりま

す。

そこで、市長にお伺いいたしますが、富良

野農業の崩壊は、富良野市の崩壊といっても

過言ではありません。この美しく開かれた富

良野農業、農地を守っていくには、農業者は

もとより、富良野市民一人一人の課題でもあ

ります。

今回の富良野市農業計画の富良野農業の目

指す姿は、今まで以上に重要と思いますが、

市長の考えておられる富良野市農業計画につ

いて御質問をいたします。市長の農業の姿に

ついて御質問いたします。

次に、農業計画にも関連するわけでありま

すが、農用地の流動化について、市長にお伺

いいたします。

現状の農地流動化は、後継者不在により、

高齢化が進み、農業経営が困難になったた

め、農用地を手放したい、農業経営の負担が

過大になり、借入金返済のために農地を手放

す。一方で、経済的にまだ余裕はあるが、将

来の農業情勢を考えると不安が多く、早く農

地を処分して転職したい。農地の売買規模は

年々ふえ、買い手市場になりつつあります。

農地の借り手と位置づけられる担い手、認

定農業者の後継者は激減しております。農地

価格は下落傾向にあります。この傾向は全道

的に見ても同じで、このほど北海道農業会議

が発表された農地売買価格の下落理由とし

て、農産物の価格が低い、不安定、農地の買

い手がいない、買い控え、農業者がいないな

どの理由が上げられております。

私は、富良野の農地を評価する要因とし

て、農家の皆さんが適切に農地管理をするこ

とによって、生産性を維持している努力、立

地条件に応じた共通性を評価し、一定の基準

を設ける、何をもって適正とするかは非常に

難しい問題ですが、どのような農業を展開す

るか、さらには農業振興をいかに進めるかで

その要素は大きく変わると思いますが、新た

な評価システムを構築し、農業委員会と協議

しながら、さらには北大農学部の協力を得て

調査、研究してはいかがかと思いますが、市

長に見解をお伺いいたします。

次に、農地の評価について、農業委員会会

長にお伺いいたします。

農家戸数減少の中で、農地の流動化は大変

なことと理解しております。その先頭に立っ

ている農業委員会に対し、大変御苦労してい

る。年平均１５０件以上となる流動化を図っ

ていることに対し、敬意を表したいと思って

おります。

一昔前の総合農政時代や高度成長時代には

土地は下がらないとの神話の中で、資産価値

としての評価も大きく加味された時期もあり

ましたが、今や農村農業では、先ほど述べた

ように、国際化、高齢化、価格低迷など、経

営不振と現状の農業情勢は、農地流動化が非

常に困難になり、それは農地の急激な下落を

もたらしております。

もう一つの要因として、現在いる後継者が

約２５％、現在の富良野の耕地面積を維持す

るためには４倍の面積を持つことになりま

す。現状過程の農地の流動化は、深刻な事態

になるものだと私は思っております。

私は、大きく農業情勢が変化している中

で、農地価格の評価について改めて考えるこ

とが必要と思っております。それは、今まで

農地価格が資産、担保能力を否定し切れな

かった現状にありましたが、現在の情勢とし

ては、決して資産価値の評価ではなく、むし
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ろ、農地の生産性や農地をいかに維持管理し

たか。農地の維持対策をいかにしているかを

加味した農地評価を農業委員会とし研究し、

流動化を図るべきだと思っております。それ

が富良野農業の農地を守る一つの手段と思っ

ておりますが、この件に関しまして、農業委

員会会長の見解をお伺いいたします。

次に、地籍調査について御質問いたしま

す。

農業委員会の建議書にも記載されておりま

すが、史跡調査の全道未着手１８自治体の一

つであります富良野市は、農地流動化、農地

集積化にとって、農家の皆さんは、農地の確

定は現状農家個人で行われており、個人の負

担であります。現在の流動化の面積は大変大

きく、その負担も大きく、流動化の阻害要因

になっております。恐らく今後の新農業計画

の達成、富良野農業にとって、農業流動化は

避けることのできないものと理解しておりま

すが、富良野市の今後の農業発展、市街地の

開発にとって必要かつ重要な事業と私は思っ

ておりますが、この点について市長の見解を

お伺いいたします。

以上で、第１回目の質問を終わりにしま

す。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

岡本議員の御質問にお答えいたします。

１件目の富良野市財政健全化計画につきま

しての１点目、計画の進捗状況と健全化目標

についてでございますが、国、地方を通じた

厳しい財政状況の中、三位一体の改革を初め

とした地方財政制度の改革は、地方における

経常一般財源の大幅な削減をもたらしており

ます。

このため、本市におきましても、平成１１

年度６３億６,５００万円あった地方交付税

も、１８年度におきましては、振りかえ財源

である臨時財政対策債を含めても５１億６,

７００万円となり、この７年間で１１億９,

８００万円もの減額となったところでござい

ます。

この間、本市におきましては、公正で透明

な行政運営と新しい時代に即応できる簡素で

効率的な行政の推進を基本理念とした富良野

市行政改革大綱を平成１３年３月に策定し、

その具体的な実施計画となる富良野市行政改

革推進計画に取り組み、平成１７年２月に

は、平成２２年度を目標とした新たな行政改

革推進計画を策定し、鋭意推進をしてきたと

ころでございます。

この結果、平成１９年度当初予算の事務事

業等の見直しなどによる歳出の削減状況は、

人件費では、平成１１年度予算対比では、議

員報酬で１９％、約２,５００万円の削減、

給与費で２３％の約７億１,５００万円と大

幅な削減をいたしているところでございま

す。

また、物件費等の削減では、平成１６年度

予算対比で、賃金報償が２３％、約５,２０

０万円、旅費では５４％の約３,３００万

円、公債費で２６％の約１００万円、文具消

耗品関係では１７％の約２,６００万円、食

糧費では６４％の約２００万円、その他需用

費で６％の２,１００万円、役務費では１４

％の約１,３００万円、使用料、賃借料で２

５％の２,０００万円、負担金補助交付金で

２％の約３,６００万円など、市民、議員、

職員の協力のもと、徹底した事務事業の見直

しなどにより、大幅な経常経費の削減を行っ

てきたところでございます。

地方分権改革が進展する中で、地方公共団

体の自主性、自立性を高め、簡素で効率的な

行政運営を実現する上からも、行政改革推進

計画は大きな役割を果たしており、今後も引

き続き推進が必要なものと認識をいたしてい

るところでございます。

次に、本市の財政状況についてでございま

すが、平成１７年度一般会計決算では、財政

調整基金、備荒資金の繰り入れ充当を行わな

かったと想定した場合の実質的な財源不足は

２億５,７００万円に達しておりましたが、

平成１８年度決算では、備荒資金の繰り入れ
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がなくなり、財政調整基金の繰り入れが２億

５,６００万円であったことから、実質的な

財源不足額は９,０００万円程度で縮減とな

る見込みでございます。

また、１８年度の経常収支比率も、詳細の

算定分析は現在作業を行っているところでご

ざいますが、平成１７年度の決算の９３.２

％より若干の改善が見込まれ、９２％前後に

なるものと推計をいたしているところでござ

います。

このような状況から平成１８年度決算で

は、２億円規模の臨時的な給与の削減など、

行政改革による歳出の抑制により、財政状況

の悪化を抑制した決算になる見込みでござい

ます。

しかし、平成１９年度予算におきまして

は、経常的経費の削減と投資的経費の抑制を

引き続き行ってまいりましたが、新型交付税

の導入などに伴い、歳入一般財源の減少が見

込まれるため、当初予算では、財政調整基金

８,０００万円、備荒資金超過納付金２億４,

０００万円の取り崩しを行った中での予算編

成となり、現状では、引き続き財源不足が発

生し、歳入歳出の収支バランスの均衡化に向

けた取り組みが重要な課題として認識をいた

しているところでございます。

次に、本市の目指す都市像でございます

が、富良野市総合計画の基本構想において、

快適な環境、創造性豊かな人をはぐくむ協働

感動、生き生きふらのを目指す都市像と定

め、恵まれた自然環境を大切にして快適な生

活環境の創出、創造性豊かな人間性、活力あ

る産業基盤づくり、地域社会全体で支え合

い、助け合う社会、人々の交流、健康で生き

生きと暮らすことのできるまちづくりを目指

し、市民と行政がともに協力し、協働、行動

していくことが最も重要なことと認識をいた

しているところでございます。

このような中で、地域懇談会、連合会長会

議などを通して強く感じますことは、財政が

厳しいと言われる中で、今後の富良野のあり

方に対する市民の意見として、どのくらい頑

張ればよいのか、いつの時点で財政状況に見

通しがつくのかなどの不安の声とともに、現

状を乗り越え、将来の希望あるまちづくりの

実現に向けた前向きな意見も多くいただいて

いるところでございます。

財政健全化計画においては、地方財政制度

改革が進められる中、地方交付税等がどこま

で削減されるかはまだ不透明な状況にありま

すが、現状の恒常的な財源不足の解消は不可

欠であり、多種多様な市民ニーズの中で、こ

れからのまちづくりでは、財政的な効果を重

視しながら、歳入見合いの歳出予算を実現す

るため、自助、共助、公助を基本とした行政

運営が必要であると考えているところでござ

います。

そのような中で、財政健全化計画では、財

源不足を解消することが主たる目的であるこ

とから、非常に厳しい事務事業の見直しや負

担が必要になると考えておりますが、早期の

段階からの財政基盤の確立に向けた取り組み

により、安定的な行政運営と将来の希望ある

まちづくりを保証するための基盤になるもの

と考えております。

次に、財政健全化に向けた対策となる見直

し検討事項でございますが、現在、対策項目

の素案を検討しておりますが、従前の歳出削

減については、行政サービスの低下を最小限

に抑えつつ進めてまいりましたが、恒常的な

財源不足の中では、さらなる対策が必要と

なっております。

そのため、広範にわたる歳出抑制と歳入の

確保を図るため、総合計画の新規事業などの

投資的事業の抑制、行政サービスなど経常的

な事務事業の見直し及び一時縮減、給与、報

酬等の人件費のさらなる見直し、受益者負担

である使用料、手数料等の見直し、民間活力

の導入などの行政改革推進計画に基づく見直

しなどを検討しているところでございます。

また、健全化計画策定における情報の開示

につきましても、現状における財政状況見通

しを公表するとともに、健全化対策項目の素

案がまとまった段階で、広報の掲載、説明、
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意見交換会、パブリックコメントなどにより

広く意見を求めて策定をしてまいりたいと考

えております。

次に、２点目の現総合計画後期、新総合計

画との関連についてでありますが、総合計画

は、富良野市が目指すべき将来像である基本

構想を定め、その実現に向けた基本計画を示

すとともに、実現のための具体的な取り組み

である実施計画を明らかにするもので、将来

に向けた計画的、総合的行政運営の指針とし

ての役割を持っております。

現総合計画は、さきに本市が目指す都市像

についてお答えをいたしましたが、まちづく

りのテーマとして、触れ合い、優しさ、感動

富良野の目指す都市像として、快適な環境、

創造性豊かな人をはぐくむ協働感動、生き生

きふらのをそれぞれ設定し、基本構想は２２

年度を目標年度に、基本計画は１３年度から

平成２２年度までの１０カ年といたしており

ます。

また、実施計画については、国の三位一体

の改革による地方交付税の大幅な削減などに

よる財源の減少などにより、平成１６年度に

見直しを行い、平成１７年度から平成１９年

度までを中期計画期間とし、平成２０年度か

ら平成２２年度までを後期計画といたしまし

た。

実施計画の見直しに当たりましては、都市

区画整理事業、市街地再開発事業、福祉、義

務教育の分野について優先的に事業掲載を

行ったところであり、その方針に基づき、毎

年度ローリングを実施してきているところで

ございます。

平成２０年度から平成２２年度までの後期

実施計画及び平成２３年度からの新たな総合

計画は、財政健全化計画における財源見通し

をもとに策定することとなりますが、基本構

想実現のための重点施策を明確にし、限られ

た財源の中で、将来的にも市民が安心した生

活を実現するための事業を実施してまいりた

い、このように考えているところでございま

す。

次に、３点目の新たな市民の負担につきま

しては、現在、現状での財政状況の見通しか

ら、不足する財源状況の把握を行い、その対

策を検討しておりますが、歳入に見合った歳

出予算を確立するためには、さらなる歳出の

抑制が必要であり、あわせて歳入の確保も不

可欠なものと判断をいたしております。

このため、行政サービスの見直し抑制や受

益者負担の適正化に向けた見直しを想定して

おり、上下水道の料金、ごみ処理手数料など

についても、検討項目として考えているとこ

ろでございます。

次に、４点目の市民理解の努力につきまし

ては、財政健全化計画の策定においては、歳

出の削減による行政サービスの縮減や市民負

担の増加も想定され、市民にとっては、将来

的な不安を抱かせる側面もあると認識をいた

しております。

しかし、地方自治体として自立していくた

めには、財政の現状に対する市民との共通の

認識の上で、市民生活への影響に配慮した財

政健全化に向けた対策が不可欠であり、さら

には次世代育成対策など、将来的なまちづく

りの基礎の確立に向けた施策への配慮も重要

なことと考えております。

このためにも、積極的な市民への情報の開

示等、幅広く意見を求めながら、市民の理解

が得られるような取り組みを図ってまいりた

いと考えているところでございます。

次に、２件目の通年雇用促進支援事業につ

いてお答えをいたします。

本年度から始まります通年雇用促進支援事

業は、ハローワーク圏域を対象に取り組むこ

とになっており、その事業の一つとして、地

域での就労支援を実施することとなっている

ところでございます。

圏域の各市町村の季節労働者の人数につき

ましては、上富良野町４６４人、中富良野町

３０８人、富良野市８９７人、南富良野町９

７人、占冠村４２人の計１,８０８人であ

り、これまでの季節労働者に対する冬期間講

習による支援が終了したことに対する代がえ
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事業としてスタートするものでございます。

富良野市の取り組みといたしましては、上

富良野町から占冠村までの１市３町１村の行

政、経済団体、各種、各業種２３団体により

富良野広域圏通年雇用促進協議会を設立し、

圏域が一体となって事業に取り組むべく確認

をいたしたところでございます。

事業内容等につきましては、今後、協議会

の中で、各市町村の意見を集約し、具体的契

約を策定し、厚生労働省の承認を得た中で事

業実施していく予定であります。

次に、３件目の新たな農業計画策定につい

てお答えをいたします。

新たな農業計画は、現行の第２次富良野市

農業計画が平成１１年度から平成２０年度の

計画期間を終了することに伴い策定をするも

のでございます。

策定に当たりましては、農業の国際化や世

界的な食糧需給の不安定化と国内での食の安

全に対する不信感や、農業、農村の多面的機

能に対する期待など、農業を取り巻く情勢の

変化に対応するとともに、消費者の理解や環

境に配慮した農業の推進、地産地消や食の教

育など、包括的な指針となる計画といたした

いと考えているところでございます。

新たな農業計画は、平成２１年４月の策定

を目指し、庁内策定委員会を設置して、現

在、統計資料、過去に関係団体が実施したア

ンケート調査や農業情勢の分析、後期実施計

画の進捗状況の分析などを進めているところ

であり、今後とも包括連携協定を締結してい

る北海道大学農学部の協力を得ながら分析作

業を進めてまいります。

さらに、本年１０月以降、審議会を設置

し、農業関係団体等との意見交換、地区別の

懇談会などを開催して、市民の意見を十分踏

まえて計画を策定してまいりたいと考えてお

ります。

また、並行して、現在の富良野市農業振興

条例の見直しを行い、施策の方向性を示して

まいりたいと考えております。

現計画では、富良野農業の目指す方向を、

収益性の高い富良野農業の確立、多様でゆと

りのある農業経営の促進、富良野農業担い手

の育成と確保、環境と調和した富良野農業の

促進、豊かさと活力ある富良野農村の構築と

いうように５本の柱として大きく示している

ところでございます。

新たな農業計画においては、ＷＴＯ農業交

渉やＥＰＡ交渉など、農業の国際化による影

響や広い視点での対応も考慮し、厳しい農業

情勢の中で希望が持てる富良野農業実現のた

めに、新たな柱を検討してまいりたいと考え

ております。

４件目の農地流動化対策についてお答えを

いたします。

後継者不足や離農による農家戸数の減少や

農業従事者の高齢化などによって、立地条件

や土地、土壌条件の悪い農地を中心に耕作放

棄地が増加する一方、農地の受け手となる農

家も減少していることから、需要バランスが

崩れ、その傾向はさらに拡大することが予想

されております。

このように、耕作放棄地や遊休農地を防止

する上からも農地の流動化は大変重要である

との認識から、本市におきましても、農地流

動化対策として、平成１３年度から平成１８

年度まで、さらに平成１９年度も延長して、

農地取得に係る資金について本市独自の利子

補給助成を行っており、平成１３年度から平

成１８年度の６年間で、農地面積の１割を超

える約９９０ヘクタールの流動化が進んだと

ころでございます。

そのような中にあって、農業委員会の農地

部会が中心となって、農地プロジェクトを立

ち上げ、北海道大学農学部の協力をいただき

ながら農地の評価と価格についての検討を始

めているところでございますので、農地の流

動化や規模拡大の指標となる要因などの検討

を進める農業委員会の調査、研究に対して、

今後とも積極的に協力をしてまいりたいと考

えております。

次に、地籍調査の実施についての考え方を

お答えをいたします。
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地籍調査事業は、市が事業主体となり、一

筆ごとの土地について、その所有者、所在地

番、地目及び権利関係の調査をするととも

に、境界に関する測量及び面積測定を行うも

のであり、土地に関するあらゆる施策の基礎

資料として利活用されることから、農地流動

化対策の面においても有効性が高いと認識を

いたしているところでございます。

しかしながら、地籍調査事業を推進するに

は、膨大な努力を財政負担を要することか

ら、現下の市の財政状況が大変厳しい実態を

踏まえて、また、定員管理に基づく職員数抑

制からの観点から、組織推進体制問題や調査

所用年数が長期間にわたると想定される点、

地権者の利害関係が複雑に絡み、境界確定が

難しいと予想されることなどからして、当分

の間は困難であると判断するところでありま

すが、将来的な課題であるものとして受けと

めているところでございます。

以上でございます。

続いて御答弁を願いま○議長（北猛俊君）

す。

農業委員会会長藤野昭治君。

－登壇－○農業委員会会長（藤野昭治君）

岡本議員の４件目の農地流動化対策につい

てお答えいたします。

私ども農業委員会として、農地のあっせん

などに際しましては、農地の生産性、立地条

件などを勘案の上、価格の素案を設定し、農

地の出し手、受け手の合意に基づき行ってい

るところでございます。

ただ、昨今の農産物価格低迷による経営不

振と農業情勢不安定に加え、高齢化と後継者

不足を背景に、将来に農地の受け手が減少し

ていく状況の中で、農地価格は見直す時期に

来ていると考えているところであります。

しかし、農地価格の下落は、農業者にとっ

て、資産の低下、担保能力の低下となり、農

業経営の継続に重大な影響を及ぼすものであ

り、農地の流動化にも深刻な事態を招くこと

も考えなければならないと思っております。

今、市長が申し上げましたように、当委員

会の農地部会の中では、富良野市の現状を考

えた上で、農地評価の見直しを示し、さらに

適正な価格で流動化していくことが重要との

考えから、昨年９月に農地評価と価格を考え

るプロジェクトを立ち上げ、調査、研究を始

めているところであります。

素案ができた段階で、農業委員会全体の中

で議論をさらに重ねていくことが必要であろ

うと思っております。

適正な農地評価をどうするのかは大変難し

い問題ですが、今回のプロジェクトを進める

上で重要なことは、将来における農地価格の

方向性をどこまで明確にすることができ、そ

して実行し、できるものにするかがポイント

だと認識をしているところでございます。

プロジェクトが始動して間もないところで

ございますので、今後、具体的な評価手法に

ついて検討を行うとともに、関係機関との連

携と指導協力をいただきながら、農地評価と

価格についての調査、研究を進め、一定の方

向性を示していかなければならないと考えて

ございます。

以上でございます。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

ここで、午後１時まで休憩をいたします。

───────────────

午後 ０時０３分 休憩

午後 １時０２分 開議

───────────────

午前中に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

午前中の議事を続行いたします。

ここで、岡本俊君の再質問を行います。

８番岡本俊君。

再質問したいと思って○８番（岡本俊君）

おります。

富良野市の財政健全化計画についてであり

ますが、市長答弁の中で、投資的事業の抑制

と、人件費、そして受益者負担を求め、拡大

を示唆しているところでございますが、投資

的事業の抑制ということを述べております

が、投資的事業というのは、それほどないよ
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うに私は理解しております。あるのは、道

路、むしろ、学校教育だとか総務だとかそち

らの方が、２２年にかけて整理しなければな

らない事業になっていると理解しておりま

す。

しいて投資的といえば、道路が、これは緑

町だとかそういうところの道路舗装改良事業

というのが上げられておりますが、そういう

中で、このことに関する政策判断をどこです

るのかということです。今、行財政改革の対

策を部屋を持って、担当の方おられて行財政

改革やっております。

今回の財政健全化の計画にかかわる部分で

すが、その部分の政策的判断と情報収集と、

今まである組織が、行財政の担当部局が集中

してそこで判断して、情報収集や判断をした

りいろいろな調査を進めていくのか。どの辺

の部局でやるのか。それとも、総合計画です

から、企画だとかいろいろな部署の代表と、

いろいろな形での新たな検討委員会、もしく

はそういうポジションをつくるのか、その辺

についてどのようにお考えなのか、お聞かせ

願いたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

岡本議員の再質問に○市長（能登芳昭君）

お答え申し上げたいと思います。

特に財政再建計画というものは、国で法律

が施行になりまして、ある程度そういう形の

中でどうつくっていくかということになって

いくわけでございますけれども、要は、一つ

はやはり、先ほどからお話をさせていただい

ているとおり、歳入の見通しがそれぞれ税源

移譲になりまして、今年度からある程度の目

安ができるのかなという感じがいたしますけ

れども、新型交付税がどのような対応という

ことで、ことしの状況を、推移を見ながら歳

入の関係は見定めていかなければならない。

その中において、ただいま御質問ありまし

た件でございますけれども、庁内的には総合

計画が２２年で終わる。そして財政再建計画

を２０年度からやると、こうしますと、総合

計画と財政計画の中でダブる期間が当然出て

くるわけですね。

その中で、総合計画の中で、後期の２０年

から２２年の計画をどうローリングした中で

取り入れるもの、あるいは次期２３年度以降

に延ばすものと、こういうものの判断をして

いかなければなりませんけれども、庁内的に

今御質問あった中で、計画づくりは企画が担

当すると。それから財政的な視点で、調査並

びに計画的なものあわせて財政課が主体的に

やると。さらにもう一つは、今行政改革の中

で、総務課の方で行政改革の適正化計画含め

た中でやっていると、こういう総務部の中

で、仕分けという形の中では、三つの課が合

同でやるような形になっていくだろうと、こ

のように判断するわけでございますけれど

も、ただいまお話のありました、一つのそう

いうプロジェクトの中の検討委員会、あるい

は策定委員会、こういうものをつくる必要性

は私は出てくるのでないかと、このように判

断をいたしているところでございます。

特に、今お話ありました投資的な事業につ

いても、これは２２年度までに残る事業とし

ても、総合計画を見ていただければ大体判断

できる事業でございまして、先送りするの

か、あるいは形を変えて凍結をするのか、中

止するのか。こういった問題が出てくるだろ

うと想定はいたしますけれども、ただいま前

段で申し上げました、総合的な策定委員会を

つくった中で、それを進めていく必要性があ

るのかなと、今考えているところでございま

す。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

８番岡本俊君。

次に、市民の負担のこ○８番（岡本俊君）

とでありますが、やはり水道料金にしてみれ

ば、富良野は全国平均でも中の上ぐらいな水

準かと理解しております。平均値より高いの

でないかという認識でおります。

そういう中で、市民の協力のもとでごみの

分別をすることによって、富良野市の財政負
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担というのは焼却炉を持たないということで

は、財政の軽減がされていると理解しており

ます。

そういう中において、やはり市民の協力、

理解がなければ、手数料問題を含めて、料金

を含めて理解されないと思っておりますし、

進めることはできないと思っています。

これに関してですが、一つの基準として、

市民負担を改めて、上下水道、そしてごみ手

数料だとか、そういうものに対して改めて求

めると。それの一つの判断基準というのはど

のようにお持ちなのか、その点についてお伺

いいたします。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

岡本議員の再質問の○市長（能登芳昭君）

中での答弁をさせていただきたいと思います

けれども、市民負担の関係でございますけれ

ども、私も答弁させていただきます。

上下水道料、あるいはごみ処理手数料、こ

れらについては、大きく検討項目の中に包含

しながら精査をいたしたいという答弁をさせ

ていただいたわけでございますけれども、現

実的に、今お話がありましたごみの問題につ

いては、これはかなり市民の協働作業によっ

て、今日の富良野のリサイクル関係含めた相

当環境問題の先端都市としての位置づけが現

状になって出てきているわけでございますけ

れども、ただ、応分なる負担ということで検

討をしてまいりますと、現実的に、今それぞ

れ一般のごみ、それから商業的な要素から出

てくるごみ、こういったものの一緒くたにし

て判断はなかなか今の状況からいくと、この

分け方がひとつの大きなこれからの課題と含

めて検討しなければならない問題ではないか

と、このように考えているところでございま

すし、もう一つは、上下水道料の関係で、今

御指摘あった上位ランクにされている。確か

に手数料関係についてはそういう状況でござ

いますけれども、現実的に、今それぞれ投資

をした形のものが、それが後年度負担とし

て、今現実的に出てきているという状況がご

ざいます。

それで、水道料の価値観そのものというの

は、高い、安いというもの、当然、全道市の

比較で出てきますけれども、そういう状況が

これからの富良野市にとって、上下水道の基

盤はあくまでも企業会計という形の中では、

これから国の指導も仰ぐことになるでしょう

けれども、独立採算性がひとつの原則でござ

いますから、これからの状況を考えてみます

と、それらをどうこれから、手数料問題含め

て運営が可能になっていくのかと。

あるいは、後年度負担の負担が、恐らく今

の状況でいきますと、利子的なものがどう変

化していくのか。こういうことも総合的に判

断して、検討項目の中で論議をさせていただ

きたいと、そういう基準が、今御質問あった

どう基準をするのだということですから、私

は基本的に、市民との密接な生活的な状況に

あるものについては、そういう形の中をとら

えながら判断をさせていただかなければなら

ないと、このように考えているところでござ

います。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

８番岡本俊君。

財政健全化なのです○８番（岡本俊君）

が、やはり市民の協力を得なければいけない

ということでありますので、何年か前、富良

野市の財政を家庭の支出で例えたことがあり

ます。ああいうふうに例えるということは、

やはり富良野市の財政も、一つの家族、家庭

と考えるならば、やはりそこに住んでいる皆

さんが一つの目標やそういうものを持たない

限り、一定の我慢はし切っていけないと思う

のです。

ですから私は、財政健全化計画というのを

否定するものではありませんが、とはいうも

のの、そこに暮らしている多くの市民の皆さ

んの生活と命を守るというのは行政の使命で

あります。その中で私は、やはり富良野市と

して、財政健全化の７年というスパンの後半

には、新たな市民生活を守る何かビジョンを
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示さないと、皆さんの努力の結果がこうなり

ますということを形にして市民に提示する必

要性があるのでないか。一方的に我慢してく

れ、我慢してくれと、いつまで我慢していれ

ばいいのだろう、そういう意見も連合会で

あったということも先ほど述べています。

ですから私は、そういう視点も、財政健全

化というのは、市民の協力、そして努力がな

ければ、そして我慢もなければ、これは達成

できないのではないかと思っております。国

は、もっともっと圧力を強めてくるのではな

いかと思っておりますので、その点につい

て、改めて、私はそういう目標と、その努力

の結果に対する形を同時に提案すべきだと

思っておりますが、その点について改めて御

質問いたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

岡本議員の再々質問○市長（能登芳昭君）

にお答え申し上げたいと思います。

財政健全化計画をつくるに当たっては、年

次を決めてやるというのが基本だと私は考え

ております。当然、年次を決めなければ目標

も立っていかないと、こういう状況だと思い

ます。

その中で私は、選挙の公約にもお話をして

おりますけれども、ある程度、教育、あるい

は福祉的なものについては、市民との密接、

あるいはそういう状況のものについてはでき

るだけ現状の維持が望ましいというのが私の

基本的な考え方であります。

ですから、そういう意味からいきますと、

当然計画を立てるに当たっては、７年なら７

年の期間の中で、もちろん収支の試算をする

中で、何を市民の要望にこたえていくかとい

うものもきちんと明確にしなければならない

でしょうし、もう一つは、先ほど御答弁させ

ていただいた中で、少なからずやっぱり富良

野に住んで、これから町に住んで希望の持て

るような、そういう安心で生活ができるよう

な状況づくりのものも事業的に行っていかな

ければならないのでないかと、こういう考え

方も私は今思っているところでございますけ

れども、そういうことを含めて、今御質問の

あった計画と、ある程度の目標的なものは考

えて計画をつくっていきたいと、このように

考えているところでございます。

以上で、岡本俊君の質○議長（北猛俊君）

問は終了いたしました。

次に、大栗民江君の質問を行います。

４番大栗民江君。

－登壇－○４番（大栗民江君）

さきの通告に従い、一般質問をいたしま

す。

質問の前に、一言述べさせていただきま

す。

このたび市議会議員に当選した公明党の大

栗民江です。初めての質問ですが、公明党と

してさらに勉強を重ね、より一層頑張ってま

いりますので、御答弁のほど、どうぞよろし

くお願いいたします。

まず初めに、子供を安心して生める環境づ

くりについてお伺いいたします。

厚生労働省は６日、２００６年度の人口動

態推計を発表し、合計特殊出生率は、０.６

ポイント増の１.３人になったことがわかり

ました。前年比より増加するのは６年ぶりで

あります。

昨年の出生数は１０９万２,６６２人で、

前年より３万１３２人増、死亡数は１０８万

４,４８８人で、前年比６９２人増、２年ぶ

りに８,１７４人の自然増に転じました。２

００５年は、戦後初めて年間の人口が自然減

を記録しており、今回は増加をいたしまし

た。

未婚化や晩婚化などライフスタイルが多様

化した現在、公明党は総合的な視点から子育

てを社会の中心軸に位置づけ、社会全体で支

援するチャイルドファースト、子供優先社会

の構築を目指し、少子社会トータルプランを

発表、生活を犠牲にしない働き方への構造改

革、子供への負担を加重にしない支え方の充

実強化の２点を柱に、具体的な対策を国政に

おいて提言してまいりました。結婚も出産も
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個人の意思で選び、決める時代ではあります

が、環境や経済的な問題で、仕方なくあきら

めたという本音も多く聞かれます。個人の意

思を尊重することに十分な配慮を払いなが

ら、子供を生みたいという方には、積極的に

いい機会を与えることができるよう支援する

ことが重要であります。

公明党の推進によりまして、今月からは、

新設された乳幼児加算の支給が開始され、２

月下旬に発表されましたリビング新聞主催の

第１３回助かりました対象の子育て部門の金

賞には、支給対象年齢が小学校６年生までに

なった児童手当制度の拡充が選ばれ、家計が

助かったとの声が寄せられたとあります。

それでも、欧州諸国に比べると、日本にお

ける少子化対策に対する取り組みは低い水準

にあります。

特に、１９９４年に１.６５であった出生

率が、２００５年には１.９４へとＶ字回復

を果たしたフランスでは、子育てに直接関係

する手当が少なくとも１５あり、働く夫婦へ

の支援策や、子供がふえるほど増額する手当

など、あらゆる環境を考慮した至れり尽くせ

りの経済的支援策が設けられております。

国別の違い、結婚観、家庭観の違いがある

とはいえ、我が国や各自治体においても、子

供を安心して生める環境づくりや、子育て世

帯の経済的負担軽減策が最優先されるべきで

はないでしょうか。

そこで、１点目、妊婦健診費用の助成につ

いてお伺いいたします。

厚生労働省は、妊婦健診について全額を国

の負担で賄う無料健診回数を拡大、現在の２

回から、健康で安全なお産をするためには５

回以上の健診が必要としており、妊娠のごく

初期から３６週程度までの間、最低５回分を

無料化するよう自治体に通知する、健診５回

無料を全国基準とする方針を決定し、平成１

９年度中の実施を目指すとされております。

妊婦健診は病気ではないので、全額自己負

担です。医療機関での妊婦健診は、出産まで

に１５回程度の受診が望ましいのですが、家

計が苦しく、受診日をずらして回数を減らし

ている方もおられるようです。

富良野市では、妊娠前期、後期の２回の助

成を、市内だけでなく、道内医療機関に委託

のほか、３５歳以上の妊婦さんには超音波検

査の受診もしていただいておりますが、全国

的にも、徳島県川俣市では今月より、今まで

の２回分から１５回分までふやしたのを初

め、吉野川市でも４月から５回の拡充に踏み

切っております。

お腹に命を宿した夫婦の母体の健康と胎児

の命を守るためにも、全国基準の５回に拡充

する考えはお持ちなのかお伺いいたします。

次に、２点目、マタニティーマークの活用

についてお伺いいたします。

厚生労働省は昨年３月１０日、１,６００

を超える応募作品の中から、全国統一のマタ

ニティーマークのデザインを決めました。

マークは、淡いピンクのハート形で、お腹の

中の赤ちゃんをお母さんが優しく守っている

様子が一目で感じられるデザインになってい

ます。

このマタニティーマークとは、妊産婦が交

通機関などを利用する際に身につけ、周囲が

妊産婦への配慮を示しやすくするもの。

さらに、交通機関、職場、飲食店、その他

の公共機関が、その取り組みや呼びかけ文を

付してポスターなどとして掲示して、妊産婦

に優しい環境づくりを推進するものです。

この背景には、２１世紀の母子保健分野の

国民運動計画である健やか親子２１の課題の

一つに上げられております妊娠、出産に関す

る安全と快適さの確保の達成を目指しての取

り組みがあります。

優先席などに、従来からのお腹の大きな妊

婦さんのマークが使われていたのに加え、妊

娠初期など、お腹の大きさが目立たない妊婦

さんへの思いやりを込めて決定したマークで

す。既にほかの自治体におきましても、工夫

を凝らし、ストラップやパーキングカードな

どのグッズを作成したり、愛知県尾張旭市で

は、障害者用の駐車場にマタニティーマーク
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や内部障害者のハートプラスマークなどを表

示した案内板の設置を、全公共施設に導入を

進めております。

札幌市の地下鉄や市電におきましても、専

用席のステッカーには、新たに追加された内

部障害のある方のピストグラムと、皆さんか

らの思いやりのある気遣いをお願いしますと

のメッセージが添えられたマタニティーマー

クが表示され、一新されました。

同市によると、こうした図柄の新設は、名

古屋市に次いで全国２番目とのことです。

富良野市としては、全国共通のマタニ

ティーマークをどのくらい認識をされている

のかお伺いいたします。

妊産婦に優しい環境づくりのために、さら

なる普及促進と市民への意識促進が必要と感

じますが、今後のお考えをお伺いいたしま

す。

次に、３点目、父親の子育てを応援する父

子手帳の作成についてお伺いいたします。

現在の子育て世代は、男女の差別的な違い

を余り意識せずに育ってきた傾向の中で、家

事、育児が母親の肩にのしかかる重圧に、理

想と現実のギャップから精神的負担や不安を

抱いております。

特に、妊娠時期は、においに敏感になった

り、食べ物の好みが変わったり情緒不安定に

なったりと、母体の変化に伴う生活環境や精

神的なことで影響を受けやすい時期でありま

す。家事や育児はエンドレスな仕事です。協

力しないわけではないけれども、男女共同参

画社会になった割には、まだまだ男性の子育

て参加意識は薄く、女性にお任せと思ってい

る方も多いのではないでしょうか。

父親は子供を産むことや母乳をあげること

はできませんが、子育てすることはできま

す。夫婦２人で協力すれば、母親の精神的負

担も安らぎ、余裕を持つことができます。子

育てのパートナーとして協力しようと思って

も、どう接してよいかわからず、妻との気持

ちのずれや仕事とのはざまで悩んでいる父親

に対する子育て支援と、母親への応援体制を

整えるためにも、父子手帳を活用してはいか

がでしょうか。

母子手帳は、母子保健法に基づき、自治体

が交付するよう義務づけられており、母子の

健康面の様子を記録するなど、様式も厚生労

働省令で定められておりますが、父子手帳は

法律による義務づけがなく、１９９５年、東

京都が母親の負担軽減のために作成したのが

始まりで、今では全国に広がっております。

内容や発行もさまざまで、父親が妻への配慮

や子供との接し方に対する羅針盤ともなる応

援的要素の手帳であります。イラストやパパ

の子育て基礎知識なども盛り込み、読みやす

く工夫が施されております。赤ちゃんがお腹

の中にいる時点から、夫婦がお互いの状況を

理解し合い、子育てに向かっていけるよう、

父子手帳を作成し、希望者に活用してはどう

かと提案いたしますがいかがでしょうか、お

伺いいたします。

次に、２項目め、次世代育成支援地域行動

計画の基本施策及び推進事業の４、子供と子

育て家庭に優しいまちづくりについて質問い

たします。

少子化の流れを変えるために、集中的、計

画的な取り組みを促進することを目的とする

１０年間の時限立法である次世代育成支援対

策推進法において、平成１７年３月に策定さ

れた富良野市次世代育成支援地域行動計画で

は、８１項目にわたって推進事業が示されて

おります。

本計画期間の平成２１年度の事後評価とそ

の結果の公表まで、ちょうど折り返し地点に

差しかかったころであります。

次世代育成支援に関するニーズ調査には、

就学前児童の保護者を対象にした子供との外

出で困ることなどで、トイレがおむつがえや

親子での利用に配慮されていないことが４

４.６％と第１位に上げられており、非常に

不便を感じられております。

厚生労働省の少子化対策会議にて決定され

た少子化社会対策大綱に基づく重点施策の具

体的実施計画についての中にも、平成２１年
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度までの５年間に講じる施策と目標として、

子育てバリアフリーの推進とあります。その

目指すべき姿として、妊産婦や乳幼児連れの

人が安心して外出できる。不安なく外出でき

ると感じる人の割合をと掲げております。

富良野市においても、子供と子育て家庭に

優しいまちづくりの推進事業で、子育てに配

慮した公共施設等の整備については、乳幼児

を連れて利用する人への配慮として、子供が

利用しやすいトイレや、授乳、おむつがえの

スペースを確保するよう努めますとうたわれ

ておりますが、喫煙室はよく見かけますが授

乳室はありません。

今やデパートや商業施設では、女子トイレ

だけでなく、男子トイレにも子供用いすが設

置され、多目的トイレやファミリートイレも

普及されております。

行動計画から２年が経過した現在の公共施

設における設置状況をお聞かせください。

今後の施設整備の予定と取り組みについて

も、どのように考えておられるのかお伺いい

たします。

次に、３項目め、ごみ処理券についてお伺

いいたします。

本市は、ごみ処理事業では早くから模範的

な取り組みを開始しており、全国から視察に

訪れるなど、市民の皆様の甚大なる御協力を

いただきまして、まちを挙げての創意工夫あ

ふれる取り組みは全国的にも有名です。

また、先日応募した総務省の頑張る地方応

援プログラムのプロジェクトの目的、概要の

一部には、１４種２４分別による徹底した分

別を、市民、事業所、行政が協働で行うこと

により、ごみの減量化と資源の有効活用によ

る循環型社会の構築と、美しく住みよい住環

境の実現、そして、農業と観光のまちである

本市の根幹を支える雄大な自然環境の保全を

図ると示されており、関係部署の方々の積極

的な意気込みを痛感いたします。

現在、粗大ごみの処理券についてでありま

すけれども、収集日前の週の４日前までに、

環境リサイクル課の窓口に行かなければ購入

することはできません。平日の窓口の開いて

いる５時まででは、購入にいきたくてもいけ

ないとの声があります。

ほかの自治体におきましても、粗大ごみ処

理をインターネットで受けつけたり、コンビ

ニで販売したりしております。市民サービス

の観点からも、現在市販されているごみ袋に

加え、粗大ごみの処理券の販売も、商店やコ

ンビニでも取り扱えるように拡大すべきと考

えますが、お伺いいたします。

以上、１回目の質問を終わらせていただき

ます。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

大栗議員の御質問にお答えをいたします。

１件目の少子化対策について、子供を安心

して生める環境づくりについてでございます

が、近年、高齢やストレス等を抱える妊婦が

増加傾向にあるとともに、就業等の理由によ

り、健康診査を受診しない妊婦も見受けら

れ、母体や胎児の健康確保を図る上で、妊婦

健康診査の重要性、必要性が高まっていると

ころでございます。

また、少子化対策の一環として、妊娠中の

健診費用の負担軽減が求められ、妊娠、出産

にかかわる経済不安を軽減し、積極的な妊婦

健康診査の受診を図るため、自治体における

公費負担の充実を図る必要性が指摘されてい

るところでございます。

妊婦健診にかかわる公費負担につきまして

は、平成８年度までは、北海道が母子保健事

業の一環の補助事業として実施をしておりま

したが、平成９年度からこの事業が市に移譲

され、さらに平成１０年度から補助金も廃止

されたところでございます。補助金の廃止

後、市は、少子化子育て支援対策の一環とし

て、２回の健診費用に係る自己負担額全額を

助成し、費用負担の軽減を図ってきたところ

でございます。

厚生労働省は、新しい少子化子育て支援策
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の一つとして、平成１９年度から妊婦健康診

査の公費負担を交付税において措置されるこ

とになったことに伴い、自治体においては、

積極的な取り組み活用を図るよう通知をされ

ているところでございます。

公費負担の回数につきましては、受診回数

１３から１４回程度のうち、指針として５回

程度の受診を指導されているところでござい

ます。

先ほどもお答えいたしましたが、本市は、

既に平成１１年度から２回の公費負担を実施

してきているところでございます。２回の健

診は血液検査を含めて最も費用負担のかかる

健診を対象としておりますので、今後も継続

して実施してまいりたいと考えております。

御質問の回数につきましては、今後、検討

をしてまいりたいと考えております。

次に、２点目の妊産婦に優しい環境づくり

についてお答えをいたします。

マタニティーマークにつきましては、母子

保健分野の国民運動計画であります健やか親

子２１の課題の一つとして、妊娠、出産に関

する安全性と快適さの確保の達成を上げ、妊

産婦に対する気遣いなど、優しい環境づくり

に関して広く国民の関心を喚起する取り組み

として認識をいたしております。

妊娠初期は、外見から妊娠していることが

わかりづらく、つわり等のつらい症状にも周

囲の理解が得られにくいという声にこたえ

て、厚生労働省の健やか親子２１推進検討会

がマタニティーマークを募集し、２００３年

６月に決定をいたしたものでございます。

本市の取り組みは、妊婦自身がマタニ

ティーマーク入りのものを身につけること

で、周囲が妊婦に配慮を示しやすくするた

め、本年１月より、母子手帳交付時に希望す

る方にマタニティーキーホルダーを渡してお

り、この５カ月間で約６３％の方から希望が

ございました。

今後に向けては、ポスター等によりマタニ

ティーマークについての市民周知及び啓発を

図るとともに、交通機関における取り組みや

受動喫煙の防止対策、エレベーター等の乗

降、段差のある場所での配慮など、どのよう

な取り組みができるか検討をしてまいりま

す。

次に、３点目のお父さんの子育て支援につ

いて、父子手帳を作成してはどうか、父親の

家庭における声や妻に対する応援手帳として

の作成の考えはないかという御質問でござい

ますが、母子手帳の交付は、母子保健法に定

められ、妊婦届け時に配布されております

が、父子手帳につきましては、法の定めはな

く、父親が育児に積極的にかかわるきっかけ

づくりになるように、父親向けに育児の心構

えをまとめたり、父が子供の成長を記録する

欄を設けた手帳を配布している自治体がある

ことは、承知をいたしているところでござい

ます。

現在配布している母子手帳は、法で定めら

れた子供を含む家族の氏名や住所、出生届け

出済み証明、妊娠中や出産の経過、子供の成

長記録、予防接種の記録等のほかに、保護者

への育児の心得や、父親も含めた育児の感想

記録欄など、９６ページにわたる内容になっ

ております。

また、母子手帳交付の際には、父親にもな

る心構え等を記載したパンフレットも配布を

しております。母子手帳は母親が管理するこ

とが多く、父親の目に触れることは少ない可

能性がありますが、今後も父子手帳を新たに

発行するものではなく、育児の基本が掲載さ

れ、子供の成長記録にもなる母子手帳を父親

にも活用していただくよう、母子手帳交付や

健診の機会を通して取り組んでまいりたいと

考えております。

２件目の次世代育成支援地域行動計画につ

いて、子供と子育て、家庭に優しいまちづく

りについてお答えをいたします。

平成１７年３月に策定いたしました富良野

市次世代育成支援地域行動計画は、次世代育

成支援対策推進法に基づいた平成１７年度か

ら２１年度までの前期５カ年、平成２２年度

から２６年度までの後期５カ年の計画でござ



― 91 ―

います。

子供の幸せ、子育ての喜び、協働感動の子

育て支援を目指してを計画の基本理念とし

て、その実現に向け、三つの視点と六つの基

本目標を柱として計画を策定しております。

子育てに配慮した施設整備については、基

本目標の４番目の子供と子育て家庭に優しい

まちづくりの推進事業でございます。

現在の公共施設における設置状況は、子供

用便座が２施設、小便器が１施設、授乳設備

については、申し出により対応可能な施設が

３施設、おむつがえシートは３施設、申し出

により対応可能な施設が３施設、ベビーベッ

ドが３施設という状況でございます。

今後の施設整備の予定、推進の考え方でご

ざいますが、平成２０年度におむつがえシー

トを１施設整備する予定でございます。

また、施設の建設、建てかえ、改修等にあ

わせ、できるものから整備を推進し、乳幼児

を連れて利用する人に配慮した施設整備充実

を図ってまいりたいと考えているところでご

ざいます。

３件目のごみ対策についてお答えをいたし

ます。

ごみ処理券交付につきましては、市環境生

活課、山部支所、東山支所の窓口で分別の指

導や相談を受けながら、平成１８年度実績で

は、ごみ処理券は６,１２８枚、小型電気袋

は１,４２２枚を交付しているところでござ

います。

近年の高齢化が進む中で市民の利便性を考

えますと、商店等での交付も考慮しなければ

ならないと存じますが、粗大ごみ、大型ごみ

は収集業者が自宅までとりにいくため、受け

つけした後に業者との連絡調整を必要とする

ことや、コンビニ等の取り組みについては、

取り扱い手数料が発生する課題等もあり、市

内の商店や収集業者とも今後協議をしてまい

りたいと考えております。

以上であります。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

まず、最初の子供を○４番（大栗民江君）

安心して産める環境づくりについての中でお

伺いいたします。

妊婦健診の中で市長は、御質問のあった回

数につきましては、今後、検討してまいりま

すというお答えですけれども、本当に子供さ

んがお腹の中にいる時点から、妊娠時点から

の、本当に助成が大切だと思います。お母さ

ん方も、経済的基盤の本当に弱い方のために

も、ぜひともこの質問、回数の拡充を図って

いただく考えがおありでしょうか。５回が無

理であれば、３回とか２回とかという形で考

えているということでしょうか。よくわから

ないので、御答弁お願いいたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

再質問にお答えをさ○市長（能登芳昭君）

せていただきますけれども、担当の保健福祉

部長からお答えをさせていただきます。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

大栗議員の○保健福祉部長（高野知一君）

再質問についてお答えをいたします。

妊婦健診の関係については、質問の中に

も、また市長からの答弁の中にもありました

とおり、経過、いきさつ等については、十分

承知かと思います。

その中で特に、補助金がなくなりまして以

降、富良野市としては、平成１１年度からそ

の重要性を重く見て実施をしているという現

状でございます。

改めて、今回、平成１９年度、新しい少子

化対策の中でも、子育て支援の関係で、とり

わけ新生児、乳幼児の関係での取り組みの一

環として、この費用負担の問題が出されたこ

とについても、私ども十分承知をしてござい

ます。

ただ、一つ懸念するところは、交付税にそ

の費用を算入をしていると、こういうことで

ございますけれども、その費用の算出のどれ

だけ補助金が来るのかどうかということが、

私どもも調査をさせていただきましたけれど
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も、まだまだ不明確できちんとした金額がま

だ出てきておりません。

したがいまして、私どもも、そういった数

値等を勘案をしながらしていきたいという考

えは持ってございます。決して２回を１回に

減らすとかというものではなくて、２回をで

きるだけふやしていきたいという考えはござ

いますので、そういった努力も含めながら、

検討をしていきたいと、このように考えてい

る次第でございます。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

交付金がまだ動向が○４番（大栗民江君）

はっきりしないという今のお答えでしたけれ

ども、本当に国の方では、７００億円ほど今

回いろいろな形で対策を組んでいるというこ

ともお聞きしております。ちょっと不確実な

のですけれども、そういうことを読んだこと

がございます。

その中で、ぜひともそういう形で、子育て

の方で乳幼児の方の健診の回数の拡充を訴え

ていきたいと思います。

次に、マタニティーマークのことについて

お聞きいたします。

ポスターなどによって周知活動を図ってい

くということで御答弁がありますけれども、

これは、すぐ取りかかっていくという形で

しょうか。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

保健福祉部長高野知一君。

大栗議員の○保健福祉部長（高野知一君）

再質問にお答えをいたします。

まず、マタニティーマーク、なかなか承知

をしていない部分かと思いますので、ちなみ

に富良野市が、先ほど答弁の中でもありまし

たとおり、母子手帳交付の際に希望者にお渡

ししているのはこういうことで、これがマタ

ニティーマークということでございまして、

これに類するポスター類も来てございますか

ら、そういったものを配布するという状況に

してございますので、これからも、先ほどの

少子化対策の関係ではありませんけれども、

国の対策として、国民運動の一つとして、こ

のマタニティー活動の広報宣伝にも力を入れ

ているということでございますから、そう

いった形では、また大きなポスターも含めて

来るかと思います。

そういったものを活用しながら、どういっ

た場所が一番適切でいいのかということも含

めて配布をしながら、市民に啓発をしていき

たいと、このように考えております。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

妊婦さんがよく通い○４番（大栗民江君）

ます協会病院なのですけれども、協会病院の

方にも先日お伺いしたところが、このマタニ

ティーマークのポスター、これは保健セン

ターの方でいただいてきたのですけれども、

これもホームページから今ダウンロードでき

ます。マタニティーのキーホルダー、窓口で

渡していただいているのはわかりますけれど

も、公共機関ですとか職場ですとか飲食店の

方が、本当に妊婦さんに優しい環境づくり、

応援していますよという、そういう環境づく

りというか、意識の啓発も社会全体の中で

図っていきたいという思いがあります。

妊婦さんが一番外出先で困っていること

が、このポスターの裏に書いてあるのですけ

れども、エレベーターやスロープなどがない

こととか、段差が多くて上り下りが引っか

かって大変だったとか、それが手助け、周り

の人にしてもらいたいことだと。やっても

らってうれしかったことが、バスや電車で席

を譲ってくれたり、ベビーカーをたたんでく

れたりという、こういうことが妊婦さんに

とってはうれしいのですと。だから、そうい

う本当に妊婦が安心して、子供さんを安心し

て産めるような環境づくり、みんなが社会全

体で応援していますよという、本当にそうい

う啓発、意識運動というのですか、そういう

ものも力を入れて取り組んでいただきたいと

思います。
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協会病院に行きましたところが、身体障害

者用の駐車場がどんとあるだけで、ポスター

もなければ、何も優先的にとめていいですよ

というものもないし、お腹の大きい人ですと

か、妊婦さんがあの道路を渡って、子供の手

を引いて病院に来ているという中で、何とか

安全に、本当にすぐ入り口の近くにでもとめ

られるような、そういうような優しい配慮と

いうか、案内板の設置などもぜひ必要でない

かなと思いますので、この件についていかが

お考えになりますか。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

保健福祉部長高野知一君。

再々質問に○保健福祉部長（高野知一君）

ついてお答えをいたします。

このマタニティーマークの取り組み、これ

は、今道内でもそれぞれ着実に広がっている

かと思いますし、今、先ほどの御質問にもあ

りましたとおり、全国的にも特徴的な取り組

みをしている自治体もあるかと思います。

どういった部分が一番効果的で、市民の皆

さんにも利用しやすく、あるいは妊婦の皆さ

んにも利用しやすい、わかりやすいというこ

とになるかどうか。先ほどありました駐車場

の件も含めて、ポスターの掲示をする場所の

関係も含めて、改めて検討させていただきた

いと、そのように思っております。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

ぜひとも、皆さんに○４番（大栗民江君）

周知ができるような形で取り組んでいただき

たいと思います。

次に、父子手帳の件なのですけれども、母

子手帳のときに父親への、皆さんに周知をい

たしますという形で考えてはいないというこ

とでしたけれども、父子手帳というものはこ

ういうものなのですけれども、これはお父さ

んと子供の手帳ということで書いておりま

す。今、父子家庭もいらっしゃいますし、本

当にこの父子手帳、お腹の中に、第２８週ぐ

らいになると、赤ちゃんはもう声が聞こえま

すよ、だから、声かけをしていってあげま

しょうとか、そういうお父さんの優しい心遣

いというのですか、そういうもので、お母さ

んが頑張れると思うのですよね。

それで、まだお父さんになっていない方

に、どうですかということでお聞きしたら、

やっぱり母子手帳とか家族手帳というのだっ

たら、これはおまえが見れとかという形でい

うけれども、父子手帳というそういうものに

は、おれの子供だというか、そういう父親と

しての本当に自覚が出て、奥さんを助けてあ

げようという気になるというお話もありまし

たので、ぜひとも父子手帳の方も取り組んで

いただきたいと思います。

考え方についての御質○議長（北猛俊君）

問ということでよろしいですか。

御答弁を願います。

保健福祉部長高野知一君。

大栗議員の○保健福祉部長（高野知一君）

質問にお答えをいたします。

まず、先ほどと同じように、現在の富良野

市の母子手帳、ちなみにこういう形をしてお

りまして、９６ページにわたりまして、先ほ

どの詳細な内容が記載されてございます。

また、他市町村の分を出されているかと思

いますが、父子健康手帳という、先ほど言っ

た手帳の内容は、こういうものかと思いま

す。

私どもも、今までも父子手帳の関係につい

ては、発行するとかつくり直すとかという際

には、担当課の方でかなり実は議論した経過

がございます。そういった中では、やはりこ

の母子健康手帳の中に、そういったものがす

べて網羅をされているということで、改めて

健康母子手帳の関係については、発行しない

ということで今まできてございます。

ただ、それぞれの町村でも、父子手帳のあ

り方については、それぞれ考え方によってつ

くったところもあるかと思いますが、現段階

においては、私ども、母子手帳とあわせまし

て、いろいろなパンフレットを発行してござ

いますから、その中でひとつ御理解をいただ
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くと。お父さんになる方についても、そう

いった中でひとつ勉強していただく、理解を

していただくということについてお願いを申

し上げたいと思いますので、現段階で父子手

帳をつくるということにはなっておりません

ので、御理解をお願いしたいと思います。

以上です。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

続きまして、次の子○４番（大栗民江君）

供と子育て家庭に優しいまちづくりについて

の施設におけるトイレなどのことについてお

伺いいたします。

この中で、施設整備をなんとか整えていく

というお話、お返事をいただきましたけれど

も、申し出による対応、利用の施設が３施設

という御返事がありました。どこどこ申し出

する施設なのか、お知らせください。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

保健福祉部長高野知一君。

再質問にお○保健福祉部長（高野知一君）

答えをいたします。

前段も含めて、まず、子供用便座の関係で

もお答えをしたいと思います。これは、東山

支所と保健センターが２カ所ということでご

ざいます。それから、トイレ関係については

山部支所でございます。それから、授乳施設

の関係で申し出の対応可能施設、山部支所、

東山支所、生涯学習センターの３カ所でござ

います。

それにあわせまして、おむつがえシート、

図書館、ふらっと、保健センター、この３カ

所でございます。

また、申し出により対応可能な施設とし

て、山部支所、東山支所、生涯学習センター

でございます。ベビーベッドにつきまして

は、本庁舎、ハイランドふらの、チーズ工房

と、こういう状況になってございます。

また、加えまして、平成２０年度予定とい

うことで先ほど言いましたけれども、文化会

館を予定をしてございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

文化会館には、おむ○４番（大栗民江君）

つがえシートをつけるという形だけでしょう

か。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

保健福祉部長高野知一君。

お答えをい○保健福祉部長（高野知一君）

たします。

現状、私どもが検討して答えをいただいて

いるところは、おむつがえシートというとこ

ろでございますが、また施設改修の際を含め

て、その他の関係についても検討してまいり

たいと思っています。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

４番大栗民江君。

本当にお母さん方○４番（大栗民江君）

は、保健センターで今乳幼児の健診を受けて

いますけれども、あそこでも、体のきちんと

しているお母さん方でなくて、子供が排せつ

をするのに、足の御不自由なお母さん方は、

子供用便座がなくて中腰のまま大変な思いを

していらっしゃるという声があります。

また、文化会館、今施設整備取り組んでく

ださるとおっしゃってくださいましたけれど

も、お遊戯会などで文化会館を会場として使

用するのですけれども、本当になかなかおむ

つをかえるところもなくて、授乳をさせると

ころもなくて大変だという声があります。

その中で、ぜひとも早急に取りかかってい

ただけるように、皆さんも今の御答弁を聞い

て楽しみにしていると思いますので、済みま

せん、よろしくお願いいたします。

以上で終わります。

以上で、大栗民江君の○議長（北猛俊君）

質問は終了いたしました。

次に、菊地敏紀君の質問を行います。

１５番菊地敏紀君。

－登壇－○１５番（菊地敏紀君）

私は、９番目の通告者でございまして、前
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の方々がすべて私の聞くことを聞かれており

ますので、二番煎じでございますけれども、

ここでやめるわけにはいきませんので、通告

どおり順次質問をさせていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

初めに、農業行政についてお伺いいたしま

す。

１点目、第２次農業計画についてでありま

す。

第２次農業計画は、富良野市農業計画審議

会条例において、農業者４名と学識経験者１

名によって構成された審議会において、富良

野農業の目指す方向や取り組みについて審議

され、平成１１年に作成されたものでありま

す。

この農業計画をもととして、富良野農業の

確かな未来を目指し、多くの事業を推進して

きたところであります。

さらに、平成１６年には、前期５カ年の実

施計画の事業評価を行い、農業懇話会からの

意見をもとに、後期５カ年計画を策定し、計

画の一層の推進を図ってまいりました。

しかしながら、この間において、バブル経

済崩壊後の経済不況が続き、国家財政立て直

しのために、聖域なき構造改革が実施され、

それに伴い、農業分野においても農政改革の

名のもとで、農業の国際化、規制緩和が一段

と進み、今もなおこの流れは大きくなってき

ております。

そして、国内の農業政策においては、農政

の一代改革として、農産物の価格保証方式か

ら農家の所得保証方式と政策転換され、さら

に、農業に環境対策が取り込まれ、農業者も

選択される時代になり、示された条件に合っ

た農業者が優遇される仕組みになっておりま

す。

このような環境の中で、第２次農業計画が

実施されてまいりましたが、３点について質

問をさせていただきます。

１点目、農業計画の進捗状況と課題につい

て、特に、後期５カ年の計画を中心にした進

捗状況と課題についてお答えをいただきたい

と思います。

次に、２点目、農業政策を推進する中で出

てきた課題は何なのか。

そして、３点目、その課題の要因は何なの

かをお伺いいたします。

次に、農業政策にかかわる基本的な考え方

についてお聞きいたします。

農業改革において農業の環境は大きく変わ

り、今までの農業政策は農家経営に重きを置

いた経営対策であり、経済動向の変化に的確

に適応できる政策の推進が優先されてまいり

ました。このことは、今後とも大切な政策の

一つであると思いますが、それに加えて、農

業政策の中に環境対策が取り組まれ、農地、

水、環境保全向上対策、さらに自給率向上の

ための食の安全にかかわる生産者の責任の明

確化、そして地産地消への取り組み、職能教

育の推進と、農業を取り巻く環境は大きく変

化しています。

このことを踏まえながら、２点について質

問をいたします。

１点目、農業に対する市の基本的な考え

方、将来構想を含めた中での基本的な考え方

をお伺いいたします。

２点目、農業政策の見直しが必要と思いま

すが、その考えがあるとすれば、どのような

形で農業政策を見直していくのかをお聞きい

たしたいと思います。

次に、一般行政、まちづくり三法での中心

市街地活性化基本計画についてお伺いいたし

ます。

国は、平成１０年、まちづくり三法、中心

市街地活性化、それから大店舗法、改正都市

計画法を制定し、中心市街地の活性化を図る

ことに力を注いできました。

しかし、人口の減少、少子高齢化、地域コ

ミュニティー活動の減少など、中心市街地の

空洞化が進む中で、国は政策の転換を図り、

さまざまな機能を中心市街地に集約して活性

化を図ることを目的として、平成１８年まち

づくり三法が改正されました。

それにあわせて、富良野市も新たなまちづ
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くりの仕組みの中で、中心市街地の活性化を

図ろうとして、富良野商工会議所、ふらのま

ちづくり株式会社が中心となり、法定協議会

として富良野市中心市街地活性化協議会が設

立されました。その中で、中心市街地活性化

基本計画の策定を目指しております。

そこで、６点について質問をいたします。

１点目、市街地７７ヘクタールの今後の計

画。法定協議会の中の計画と市の考え方とそ

の役割についてをお伺いいたします。

２点目、設立された法定協議会の組織はど

のようなもので、具体的にどのようなことを

協議し、どのように実践していくのか。ま

た、市としてはどのような立場で協議会に参

加し、どのように連携を図ろうとしているの

かをお伺いいたします。

３点目、まちづくり推進協議会が取り組ん

できた協会病院跡地利用基本方針は、法定協

議会の中で、計画の取り扱いとパブリックコ

メントの取り扱いはどのようになっているの

かをお伺いいたします。

４点目、計画作成に当たっては多様な民間

主体が参加することが法制化されております

が、民間活力による開発手法とはどのような

ものを想定しているのか、市の考え方をお聞

かせ願いたいと思います。

５点目、市は基本計画作成に当たって、計

画の実行を具体的に示さなければならないと

思いますが、財政健全化計画と総合計画との

関連はどのようになるのかをお聞かせ願いま

す。

６点目、この計画を進めるために、今後の

スケジュールはどのようになっているのかを

お伺いいたしまして、１回目の質問を終わり

たいと思います。

ここで、１０分間休憩○議長（北猛俊君）

いたします。

───────────────

午後 ２時１１分 休憩

午後 ２時２１分 開議

───────────────

休憩前に引き続き、会○議長（北猛俊君）

議を開きます。

休憩前の議事を続行いたします。

ここで、議場内が３０度近くになってきて

ございますので、それぞれ上着をとるなり、

体温管理は自由に行っていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。

それでは、ここで、休憩前の菊地敏紀君の

質問に御答弁を願います。

市長能登芳昭君。

－登壇－○市長（能登芳昭君）

菊地議員の御質問にお答えをいたします。

１件目、第２次農業計画後期５カ年計画に

ついての１点目の実施計画の進捗と課題につ

いてでありますが、平成１１年度から平成２

０年度の１０年間を計画期間とする富良野市

第２次農業計画は、平成１１年度から平成１

５年度の５カ年を前期実施計画、平成１６年

度から平成２０年度の５カ年を後期実施計画

を位置づけ、その中で、収益性の高い富良野

農業の確立、多様でゆとりある農業経営の促

進、富良野農業担い手の育成と確保、環境と

調和した富良野農業の促進、豊かさと活力あ

る富良野農村の構築を５本の柱として目指す

方向を示したところでございます。

後期実施計画では、経済不況とデフレ経済

の振興、ＢＳＥの発生、残留農薬問題、無登

録農薬使用などから安全安心を求める消費者

意識の変化、農協の広域合併、ＷＴＯ農業交

渉など、急激な農業環境の変化と課題を踏ま

え、重点項目を絞って五つの柱の実現に向け

て取り組んでいるところでございます。

また、後期実施計画は、現在３年目を迎え

たところであり、最終的な進捗状況を集計、

分析するまでに至っておりませんが、５本の

柱である一つの収益性の高い富良野農業の確

立につきましては、農家戸数が減少する中、

１戸当たりの農業粗生産額が向上しているこ

とから、収益性の向上に向けての一定の成果

があったものと認識をいたしているところで

ございます。

二つ目の多様でゆとりある農業経営の促進

につきましては、企業マインドを持った家族
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経営に必要な能力開発支援などを柱に進めて

まいりましたが、ハウスを利用する作物など

戦略的複合経営部門の導入は、急速に増加と

なったところであります。

しかしながら、個別経営規模の拡大に伴う

スケールメリットの実現には、経営資源の集

積が十分図られておらず、所得や労働時間の

面でゆとりある経営実現には至っていない状

況でございます。

三つ目の富良野農業担い手の育成と確保に

つきましては、高齢化に伴う世代が円滑に進

んでおらず、減少傾向にあるところでありま

す。

近年、後継者の補充率が５割程度まで上昇

したものの、依然として富良野農業を担って

いく農業者が不足しているとともに、自家労

働力の不足に加え、これ以外の労力の確保も

難しくなっている状況にございます。

四つ目の環境と調和した富良野農業促進に

つきましては、農林行政施策において、環境

に配慮した農業活動を行う農家数が急増して

いることから、一定の効果が上がっているも

のと思われます。

五つ目の豊かさと活力ある農村の構築につ

きましては、生活基盤の整理の面では、合併

浄化槽と主要農道の整備が進んでいるととも

に、中山間地域等直接支払事業を通じて、農

村の持つ多面的機能の維持向上が図られてい

るところでございます。

しかし、農村集落の状況は、人口の減少、

高齢化が進み、活力が低下している場合もあ

る一方、非農家の定住が集落の活力につな

がっている場合もございます。

進捗状況と課題の概要につきましては、今

後、さらに詳細な分析を進めてまいります。

また、これらの課題の主な原因は、国の農

政改革、ＷＴＯ農業交渉による影響や、国民

１人当たりの農産物消費量が減少するなど、

全体の食糧需要量が減少していること、さら

に、担い手や労働力の不足などがあると考え

ております。

次に、２点目の今後の取り組みについてで

ございますが、後期実施計画の残期間にあっ

ては、これらの現状を踏まえて、計画事業を

随時見直しながら、適切な事業選択を行い、

課題や要因などを平成２１年度からスタート

する新たな農業計画に反映してまいりたいと

考えているところでございます。

２件目の農業政策に係る市の基本的な考え

方についてお答えをいたします。

１点目の農業に対する市の基本的な考え方

につきましては、これまで富良野市農業振興

条例を中心に、直接的な農業生産の振興を中

心に考えてきたところでありますが、国の施

策も転換し、見直しが図られていることか

ら、今後は、消費者の理解や食農教育、環境

に配慮した農業の推進など、間接的に広く農

業支援をすることにより、地域農業を守り発

展させていく視点が、農業振興を図る上で最

も重要であると考えているところでございま

す。

２点目の農業政策の見直しにつきまして

は、平成２１年４月策定予定の新たな農業計

画の中で明らかにしてまいりますが、第２次

農業計画における５本の柱が適切かどうか。

また、新たに加えるべき柱は何か。さらに大

きく変える必要性があるのかなど、審議会や

農業関係団体等、市民の意見を十分いただき

ながら検討してまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

３件目のまちづくり三法での基本計画策定

についての１点目の市街地７７ヘクタールの

今後の考え方と市の役割についてお答えをい

たします。

国は、平成１８年度中心市街地等の空洞化

に歯どめをかけ、活性化を促すために、大規

模小売店舗立地法、都市計画法、中心市街地

活性化法の三法のうち、都市計画法と中心市

街地活性化法を改正し、コンパクトな中心市

街地の形成を目指すところにあります。

本市の中心市街地活性化基本計画策定にお

きましては、旧法による富良野市中心市街地

活性化基本計画において定めた市街地７７ヘ

クタールを区域として、新まちづくり三法に
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沿った市街地の整備改善、都市福利施設の整

備、居住環境の向上、商業等の活性化、公共

交通機関の利便増進などの基本方針を定め、

子供から高齢者を含めた人々が暮らしやすい

歩いて暮らせるにぎわいのあふれるコンパク

トなまちづくりに向けて取り進めるところで

ございます。

次に、２点目の法定協議会についてお答え

をいたします。

法定協議会とは、中心市街地の活性化を図

り、都市機能の増進、及び地域の活性化を総

合的に推進するために、商工会議所、商業活

性化の目的法人、事業者、商業者、地権者、

地域住民などの構成により設置し、また、役

割として活性化基本計画策定における意見集

約と反映、さらには事業計画作成などの中心

的役割を担う組織でございます。

本市の法定協議会は、平成１９年２月２１

日、富良野商工会議所、ふらのまちづくり株

式会社などの構成により、富良野市中心市街

地活性化協議会として設立をされたところで

ございます。

市とのかかわりにつきましては、基本計画

の認定に向けて、行政と法定協議会とが任務

分担と連携により取り組んでまいります。

次に、３点目の協会病院の跡地利用につい

てお答えをいたします。

協会病院跡地利活用計画は、富良野市中心

市街地事業推進本部会議を経て、協会病院跡

地利活用基本方針案を定め、５月１日よりパ

ブリックコメントを実施し、１件の意見をい

ただき、７月広報にて結果を公表してまいり

ます。

パブリックコメント実施後の流れと取り組

みにつきましては、協会病院跡地と周辺の空

き地、空き店舗の利活用、また、国に空き店

舗の利活用を含め、富良野市中心市街地の都

市機能の増進と地域の活性化を総合的に、か

つ一体的に検討することが重要と認識をして

いるところでございます。

このようなことから、協会病院跡地利活用

につきましては、新富良野市中心市街地活性

化基本計画に位置づけを行い、活性化支援事

業として関連省庁への支援に対する補助金、

交付金等を活用することが可能であることか

ら、富良野市中心市街地活性化協議会との連

携と任務分担により、年度内に計画を策定し

てまいりたいと考えているところでございま

す。

次に、４点目の民間企業活力による開発手

法についてお答えをいたします。

行政が求める民間企業者による開発手法と

は、多様で複雑化し、スピードを求められる

市民ニーズに的確に対応できる手法として、

民間企業者の事業開発、ノウハウと資力の活

用によるものでございます。

本市におきましては、目的と条件提示によ

り、透明性、公平性、客観性を保ち、公募方

式による民間活力の導入を行う考えでござい

ます。

次に、５点目の財政健全計画と総合計画と

の関連についてお答えをいたします。

新富良野市中心市街地活性化基本計画策定

に当たりましては、富良野市総合計画後期実

施計画との整合並びに財政状況を十分勘案

し、富良野市財政健全化計画と調整を図り、

行ってまいるところでございます。

次に、６点目の今後のスケジュールについ

てお答えをいたします。

計画策定における現状認識を適正にとら

え、市街地の整備改善による目標数値と整備

効果を明らかにする計画として、富良野市中

心市街地活性化協議会との連携並びに任務分

担を行い、関係省庁との協議を重ね、年度内

策定に向け取り進める考えでございます。

以上です。

再質問ございますか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

それでは、再質問○１５番（菊地敏紀君）

をさせていただきます。

まず、農業行政の中で、農業政策を進めて

いく中での課題というところで、５本の柱で

ある一つ目の収益性の高い富良野農業の確立

につきましては、農家戸数が減少云々とあっ
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て、一定の成果があったものと認識しており

ますとなっております。

事実、富良野の農業は、本当に富良野型農

業と言われる高収入の作物が、農業の中で本

当に実際に伸びてきているのかということに

対して、経済部では実績があったというのだ

から、あったと思いますけれども、今、農業

者が減少して、先ほど岡本議員も質問してお

りましたけれども、戸当たりの平均面積が１

１．幾らになってきております。この計画を

組んだときは、まだ８ヘクタールいっている

かいっていないかぐらいだと、これは調べて

いませんからわかりませんけれども、大体８

ヘクタール前後だったと思います。

その中で、私は、決して富良野型の高収益

の作物がどんどん伸びてきて、それが農業者

に対して非常に恩恵を与えているような感じ

がいたしません。１８年度の作付実態表を見

てみますと、決して高収益作物はふえてはお

りません。平成１６年から横ばいでございま

す。物によっては、かなり減少しておりま

す。

そして、その作物というのは、ここに戦略

的に、複合的な経営がなされたと書いてあり

ますけれども、これは、この富良野型の高収

益の作物を取り入れている人方は、決して複

合経営ではなくて、だんだんその作物が専業

化されております。ということは、我々が、

面積がふえて、決してもう今の我々の農業状

態の中では、富良野型の高収益の作物を目当

てにして、農業は成り立たないという現実

が、それはいろいろ御答弁がありますけれど

も、これは本当に非常に大きな問題で、それ

が、そうして麦だとか、それに一番問題なの

は、休閑地だとか緑地だとかということが、

これが１７年から１８年の１年間で５００ヘ

クタールも伸びております。

このような実績の中で、本当に富良野型の

高収益作物がなされて農業計画どおりになっ

てきたかということについては、非常に私は

疑問に思いますけれども、そこら辺をひとつ

お聞かせ願いたいと思います。

まず、それでお答えをいただきたいと思い

ます。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

菊地議員の再質問で○市長（能登芳昭君）

ございますけれども、詳細の部分もございま

すので、経済部長からまずお答えをさせて、

後ほど私からお答えいたします。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

菊地議員の御質問○経済部長（石田博君）

にお答えさせていただきたいと思います。

御質問の内容につきましては、市長答弁に

ございましたように、農業計画の５本の柱の

一つでございます収益性の高い富良野農業の

確立ということで、私どもの認識といたしま

しては、今御指摘のように、農家が減少する

中、１戸当たりの農業総生産額が向上してい

ると。これにつきましては私どもも、農林水

産統計の中から富良野市の全体の農業総生産

額に対しまして、その時点での農家戸数を割

りかえさせていただきまして、統計的に平成

１２年、１７年を比較させていただきます

と、１７年の方が伸びているということもご

ざいまして、この１点目の農業１戸当たりの

総生産額が伸びたということで表現をさせて

いただいたということでございます。

それから、後段の方の戦略的複合化という

ことでございますが、これにつきましては、

基本的に、私どもはハウスの導入ということ

で、高収益作物の導入を図るべきだというこ

とで、戦略的複合化ということでハウスの導

入を目指したというところでございます。

しかし、途中におきまして、今のお話のよ

うに、１戸当たりの耕地面積が、平成７年で

いきますと８.１７、平成１８年でまいりま

すと１１.５９ヘクタールということで、１

戸当たりの面積は伸びてございますので、先

ほどもございましたように、労働力がなかな

かそれについていけないというような状況も

ございまして、現在のところは、農業の戦略

的複合化につきましては足踏みをしている状
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況であるという認識でございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

大変申しわけない○１５番（菊地敏紀君）

のですけれども、今、農業の粗生産額が向上

しているから収益性が上がっているというこ

とでございますけれども、おのずと面積がふ

えて、高収益の作物をつくらなくても、面積

がふえれば粗生産額は上がるのです。

ところが、粗生産額が上がっても、経営規

模の拡大によって、かかる農業経費が幾らか

で、やはりこれは粗生産額が云々ではなく

て、農業所得が幾らかという計算であらわし

ていただかなければ、やはり農業計画をつ

くっている中で、非常にこれは農業者として

は納得のいかない数字になってくるというの

が現状だと思いますけれども、いかがお考え

でしょうか。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

確かにお話のよう○経済部長（石田博君）

に、最終的には、生産者の所得が向上しなけ

れば意味もないわけでございます。

ただ、この時点で、私ども統計的に計画を

するサイドといたしまして、センサスまたは

統計を使って、そのときの数字と、それから

農業者戸数を兼ね合わせまして算出させてい

ただいたということもございますので、今御

指摘のように、ギャップがあるということも

あろうかと思いますので、今後、十分配慮し

ていきたいと思っております。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

時間の関係もござ○１５番（菊地敏紀君）

いますので、次に進ませていただきます。

三つ目の富良野農業の担い手の育成と確保

ということでございますけれども、これにつ

いては行政にも力強く行ってもらわなければ

ならない問題ではございますけれども、これ

はやはり農業者として農業をやっている我々

の責任もかなり重いものがございますので、

これについては再質問は避けていきたいと思

います。

それで、次に、四つ目の環境と調和した富

良野農業の推進につきましては、またこれも

統計調査によりますと、環境に配慮した農業

活動を行う農家が急増しているということで

ございますけれども、このとらえ方は、どの

ような農業活動をしている農家がふえて、自

然との調和した農業が図られているという結

果になっているのかをお知らせ願いたいと思

います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

御質問の４点目、○経済部長（石田博君）

環境と調和した富良野農業の促進ということ

でございますが、これにつきましても、後期

農業計画の中で、安全安心というのは相当に

重い最大な重要な推進課題ということで位置

づけさせていただきまして、特に最近は国の

農業機関、いわゆるＧＡＰと、ギャップと言

われてございますが、それらへ取り組む方の

戸数が少しずつ出てきてございますし、また

は、今後それに取り組んでいきたいという方

もいらっしゃるというのが一つ。

それから、道が認定してございますエコ

ファーマーという方たちも、現在、富良野市

内には２８戸ということで御登録をいただい

ている方もいらっしゃいますので、その辺を

含めまして、従来には、この辺が非常になっ

た動きでございますので、大変この環境とい

うものに対しての生産者の意識、または登録

及び参加が多くなったのではなかろうかとい

うことで、こういう記述をさせていただいた

ところでございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

今のことについて○１５番（菊地敏紀君）

は十分わかりましたけれども、ただ、農業が

環境に配慮した農家がふえているということ

で、これは、農業者の自主的な判断でふえた
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ことでありまして、安心安全のための農業

の、農林課で言った作物の認証だとか、そう

いうものについては、まだ不完全というか、

経済、農政としてきちんとした指針は、まだ

出ておりませんよね。そこを、それはないと

いうことで、いいです。

それと、急がせてもらいますけれども、五

つ目の豊かさと活力のある農村の構築であり

ますけれども、私は、これからの農業計画の

中で、農業の経済の底上げも大事でございま

すけれども、やはり農村環境の整備が非常に

大事な問題となってくると思います。

国も目指している環境保全対策、それか

ら、食糧の自給率向上のための地産地消、そ

れから食農教育だとかいろいろございますけ

れども、やはりこの教育も、それから地産地

消、いろいろな面に絡んでも、これは農業者

が先頭を切ってやらなければならない。そし

て、農業者が住んでいるところに来てもらっ

て、いろいろと活動、勉強してもらったり、

それから体験してもらったりすることが必要

でございます。

しかしながら、今の農業の農村地区の置か

れている環境は、決してここに書かれている

ほど整備はされていないと私は思っておりま

す。

例えば、３、合併浄化槽、主要農道の整備

が進んでいるといいますけれども、合併浄化

槽についても平成１９年まで３６０基、農業

者、それから、そういう地域にある町などを

見てもまだまだ数が足りないし、これは本当

に農村環境整備のためには、まだまだこの事

業は進めていかなければならない。

それから、主要農道の整備となっておりま

すけれども、主要農道の整備にいたしまして

も、これは、土地改良事業というひとつのも

のがあって、初めてそれに付随して事業が整

備されております。

そんな意味におきまして、やはりこれから

の農業、農村地区の環境整備に当たっては、

やはり土地改良事業も必要であり、それか

ら、こういう環境整備のための合併浄化槽の

処理など、こういうものが非常にこれからも

大事になってくるのでないかという、私はそ

う思っておりますけれども、理事者の考え方

をお聞かせ願いたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

経済部長石田博君。

菊地議員の５点目○経済部長（石田博君）

の豊かと活力のある農村の構築という点につ

いての御質問にお答えさせていただきたいと

思います。

今お話のありました合併浄化槽につきまし

ては３６５基ということで、農家戸数の４２

％ということで、まだ５割にはもちろん達し

てございません。

しかし、その合併浄化槽の件、または、今

お話にございましたように、中山間地域と直

接支払いというのが前期５年、後期５年、計

１０カ年ということで、これらにつきまして

も今それを通じまして、河川及び農道等々の

整備も図られているような状況でございまし

て、これらも含めて、土地改良区、またはほ

かの事業もあろうかと思いますが、それらも

含めて、農村の持つ多面的機能の維持、向上

が図られると思ってございますし、また、今

後もいろいろな施策を通じて図られることが

必要と私どもは認識してございます。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

今までいろいろ課○１５番（菊地敏紀君）

題というか自分の考えていることを申し上げ

ましたけれども、私が今なぜあえてこういう

ことを言ったかといいますと、第２次農業計

画は、冒頭に書かれているのは、この審議会

で書かれているのは、この計画書は、時の時

勢に合わなくなったときには速やかに見直せ

と書いてあるのです。今、富良野農業に、こ

の第２次計画が、平成２０年、あと１年半あ

るのですけれども、今の時流から私はこの農

業計画書は合わないと思っているのです。

それですから速やかに変えることが大事で

あって、そして、そういう考えの中から、今
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こういう問題点がありますよということをお

話しいたしました。それで、私は基本的に市

はどのような、市としての農業の基本的な計

画はどう考えているのかということをお聞き

いたしましたけれども、それはこれからつく

る計画でございまして、どうせこうせとは言

いませんけれども、今お話、いろいろと答弁

もございましたし、私も話している点を今後

留意して、考えて、そして、本当に２１年ま

で待つのか、それとも速やかに手をつけるの

か、そこら辺の考え方をお聞かせ願いたいと

思います。

御答弁をお願いしま○議長（北猛俊君）

す。

市長能登芳昭君。

菊地議員の再々質問○市長（能登芳昭君）

についてお答え申し上げたいと思います。

それぞれ農業計画の中で、ここはやっぱり

１０年スパンだと、先ほど御答弁させていた

だいたとおり、農産物については国際化とい

う位置づけの中で大きく変動をいたしてまい

りましたことが一つございますし、もう一つ

は、それぞれ日本における農業の自給率が４

０％、こういう目標を掲げているわけでござ

いますけれども、現実的に、その達成に至る

までにはこれからいろいろな課題的なものも

あるし、取り組んでいかなければならない課

題もたくさんあると認識をいたしているとこ

ろでございます。

しかし、計画というものは、１年１年立て

る状況には、私はどの計画についても、今の

時代であれば長くて５年スパンかな。あるい

は、もう少し計画的に見ると、１０年計画的

なものがありますけれども、私は今の時代で

すと、少し短期的に考えて処置することが望

ましいと、こういう考え方を持っております

けれども、ただ、農業計画という一つの基幹

産業の計画ですから、やたらに１年１年変え

ていくというのは、私は、それはちょっと問

題があるのかと、そういう認識をいたしてお

ります。

あくまでも基本は、国政において農業施策

というものがどういう動きをするのか。ある

いは、国際的な状況的なものを含めた中で、

富良野市の農業のこれからのあり方を含めた

中の計画と、こういう少し大局的な見地から

この計画というのはつくる必要性があると。

そういう認識においてやっていきたいという

考え方ですから、もちろん今御指摘のことも

含めながら、随時やっていかなければならな

いものと、計画にきちんとのせてやっていく

ものと、こういう区分けをしながら私は進め

てまいりたいと、このように考えているとこ

ろでございますので、御理解を賜りたいと存

じます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

ただいまの農業政○１５番（菊地敏紀君）

策の見直しについては、市長の考えで十分わ

かりましたけれども、私も、余り長いスパン

ではなくて、それから余り大きく構えるので

はなくて、やはり実効性のある計画を短期間

にやれる方向で進めていただければ、私も幸

いと思います。

次に移らせていただきます。

まちづくり三法の基本計画策定についてで

ございますけれども、１点目の市街地７７ヘ

クタールの今後の考え方でございますけれど

も、中心市街地活性化基本計画ということで

ございまして、本当にこの中心市街地活性化

計画の中で、７７ヘクタールの市街地全体に

わたっての策定ということが本当に可能なの

でしょうか、ここをまず１点お聞かせいただ

きたいと思います。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

中心街整備推進室長細川一美君。

菊地○中心街整備推進室長（細川一美君）

議員の御質問にお答えいたします。

市街地の新たな活性化基本計画のエリアに

ついては、旧法に基づきます７７ヘクタール

という考え方で進めていくと答弁をさせてい

ただいてございます。

いわゆる旧法に基づきます７７ヘクタール

については、国道３８号線、国道２３７号線
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を含めた駅東側の一部という形になってござ

いまして、これらにつきましては、いわゆる

都市、市街地の整備改善、あるいは商業の活

性化、こういった視点の部分の中からの一つ

の基本計画のエリアと私ども考えてございま

して、今後、それぞれ基本計画を私ども市の

方で計画した段階におきまして、いろいろな

諸課題等もあろうかと思います。

こういった点につきましては、内閣府とも

十分協議をする中において、全体的なエリア

については、精査もあろうかと思いますけれ

ども、基本的な考え方としては、当初の活性

化基本計画のエリアとして、私どもも今後進

めていくという考えでございます。

以上でございます。

１５番菊地敏紀君。○議長（北猛俊君）

今の考え方はよく○１５番（菊地敏紀君）

わかります。

しかし、本当にこの７７ヘクタールのエリ

アでまちづくりを考えていくということにな

りますと、今早急に対応しなければならない

箇所がございますよね、いろいろと。それを

加味いたしますと、やはり７７ヘクタールの

まちづくりというのは、中心市街地活性化基

本計画の中で話し合って、総理府とつながな

ければだめというか、そうならなければ、お

金も何も補助金も何も来ませんよということ

でございますけれども、私は、中心市街地活

性化基本計画は、中心市街地と言われる地域

の中で、今早急に対応しなければならないも

のだけに限定してやって、やはり７７ヘク

タールのまちづくりは、富良野市の総合計画

の中できちっと基本を打ち出すことが大事で

ないかと思います。

今、例えばですけれども、法定協議会の中

で基本計画が出されて、７７ヘクタールのエ

リアのまちづくりをここですべてやるのだと

いって実施計画に入ったときに、富良野市の

総合計画、それから今の財政事情からいっ

て、それが本当に、基本計画については、富

良野市がいろいろとお話をしてやれますけれ

ども、実施計画に入ったときには、富良野は

市として本当にその７７ヘクタールのエリア

を民間活力も導入しながら開発を進めようと

するときに、富良野市の持ち出しは全くなく

て口だけ出す、口が持ち出しではなくて、や

はり金も出さなければならない。そのときに

描かれた絵が、実際に本当に今の財政事情の

中でやっていけるのかいけないのかという、

これが一番大事な問題でありまして、今、済

みません、時間がございませんものですか

ら、１項目１項目やっていく時間がないもの

ですから、まとめてやっておりますけれど

も、一番大事なところの答弁が、一番行数に

して短いわけです。一番大事なところが。

そして、もう一つ言わせてもらいますと、

三法ができたのが平成８年８月ですよね。平

成８年の８月に改定された三法ができている

わけです。ところがこの中で、三法ができて

いながら、そして恐らく行政には行政通達で

来て、このように８月から変わりますよとい

うのは１カ月か２カ月前に来ているはずだと

思います。

それなのに、協会病院の跡地利用計画、こ

れが三法設立されてから営々としてやられて

いて、そして３月に法定協議会ができたか

ら、これをこちらに移します。でも、この基

本計画は変わりませんというけれども、今

せっかくやらなければならないのだったら、

これは１９年の、１１年だったかな、この流

れを見ますと、第１回の会合が１８年の８月

２４日です。そして、第２回、第３回といろ

いろやっておりますけれども、これはもう新

法が設立された後なのですよね。

それは、なぜこのようにおくれてしまった

のか。この計画がおくれたことによって、例

えば、新法で今、活性化基本計画を立てる中

にこれはそのまま入れますというけれども、

６カ月のぶれはあるのですよね。今早急にや

らなければならないところが、なぜこれがお

くれたのをお聞きいたします。２点。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

中心街整備推進室長細川一美君。

１点○中心街整備推進室長（細川一美君）
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目のエリアの関係につきまして御説明申し上

げます。

中心市街地活性化基本計画の基本的な計画

の認定要素としまして、先ほども御答弁をさ

せていただきましたように、市街地の整備改

善、福利厚生施設の整備、街中居住、こう

いったことを包含した基本計画を策定しなけ

ればならないということから、エリア全体の

中にそういった施設、あるいは現状というも

のをとらえた中でのエリアとなってございま

す。

今議員にお話いただきました部分での事業

の実施の選択性の問題については、当然この

計画については、５年間の中で事業を終えて

いかなければならないということから、当然

事業として実施する部分を期間内で整理をし

ながら、予算面を含めながら実施をしていく

ということで、基本計画のエリアは１市町村

１基本計画ということにもなってございまし

て、そういった観点のもとで、全体的な基本

計画の一つの区域エリアとして考えていると

いう内容でございますので、事業計画と実施

姿勢については、またその段階で整理をしな

がら、事業を行う部分については行っていく

という考えになってございます。

二つ目の協会病院の跡地利用問題等につい

て答弁をさせていただきました部分で、新し

い基本計画の中に盛り込むということでの考

え方で答弁をさせていただいてございます。

この協会病院等の問題については、今まで

も十分議会を含めまして御議論いただいた中

におきまして、最終的に、今年度３月に基本

方針を定めさせていただいたところでござい

ます。

現在、それぞれパブリックコメント等を実

施してございますけれども、やはり中心市街

地全体から見ますと、協会病院の跡地問題と

いう問題もございます。

しかしながら、やはりこの新たな基本計画

にのった中において、国跡地、あるいは市街

地全体の商店街、通り会等、こういった形の

中での基本計画に盛り込むべきということ

で、今回設立されました法定協議会、こうい

う中で、民間としての法定協議会としての商

工会議所、あるいは、ふらのまちづくり会社

等、それぞれの団体で、事業者としながら実

施計画を策定をしていくと、そういう考え方

をひとつの方向として法定協議会が設立され

たということで、私ども市の方といたしまし

ても、従前の跡地利用の基本方針を変えるも

のではございませんけれども、これらを含め

ながら、今後、事業計画の基本計画の策定に

向けながら、法定協議会と役割分担、連携を

図りながら取り進めていきたいと考えてござ

います。

以上でございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

法定協議会、わか○１５番（菊地敏紀君）

るのです。今回の２日間の一般質問の中で、

計画の策定という言葉が随所に出てきており

ます。計画はわかります。これも基本計画を

策定するに当たっては、市が意見聴取されて

市も一緒に協議できる。これは基本計画をつ

くるときには、そうかもしれませんけれど

も、事業計画の策定になったときには、市は

どのような立場の、民間活力の導入と言って

いますけれども、事業計画がもし、この基本

計画が国が認めてもらって、そして、事業計

画に入ったときに、民間の事業者の力という

か、そういうものをかりてやりますよ、その

中には、何かといったら、商店街だとか地権

者だとかいろいろ書いておりますけれども、

市がこのときにどういう力というか、どうい

う連携といったらいいのか、ものつくるとき

に。どのような形でそれに参画していくの

か。

恐らく、今の法定協議会のうちは、基本計

画をつくっているうちは今の形でいいかもし

れませんけれども、実際にその事業が行われ

るとなったときに、市は金は出さないけれど

も口だけ出すのですか。それとも、金を出し

て口は出さないのですか。どちらでしょう

か。
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御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

菊地議員の再々質問○市長（能登芳昭君）

にお答えをさせていただきます。

一つ目の７７ヘクタールの考え方は、整備

室長からお話をさせていただきましたけれど

も、これは、基本計画をつくる上において、

７７ヘクタールの区域内の設定ですよと、こ

ういう区域設定をしないと基本計画にはなら

ないということですから、それはひとつ御理

解をいただきたいと思います。

次の問題なのですけれども、法定協議会と

市の状況はどうなのだと、こういう御質問

だったと思うのですね。

今、私は、大きな課題として、先ほど菊地

議員も御指摘されておりました市街地の中で

７７ヘクタールの中で、今答弁させていただ

いた中で、協会病院の跡地の問題、それか

ら、もう一つは、国の跡地の問題が、市街地

の大きなこれからの計画をつくる上の課題で

あります。この課題をどういう形でどういう

ものを、市民と一緒に何をつくっていくか

と、こういうことが今一つの課題になってお

ります。

それで、市といたしましては、五つの基本

的な考え方を出しました。その基本的な考え

方というのは、それぞれ皆さん方も御承知で

ございましょうけれども、五つの目標の中で

基本的な考え方を法定協議会で論議をしてい

ただいて、そして今後、それに沿った形の事

業主体が、商店街がなるのか、あるいは他の

民間活力を導入した中で、一緒に合わせた中

のものをつくっていくのか、こういうことが

この答弁の中で、法定協議会と市と一つの連

携、分担を決めてやるという答弁になってい

るわけなのですね。

市といたしましても、当然これはやる関係

で、それぞれ基本計画はもちろんですけれど

も、先ほど御指摘いただいた富良野市の総合

計画との兼ね合いはどうなのだという問題も

ございますから、これは、ローリングの中で

どう対応していくかという形に恐らくなって

いくだろうと思うのです。そこが一つござい

ます。

それから、もう一つは、財源的に、御指摘

ございましたけれども、私は、基本的には協

会病院の跡地については、民間で全部やって

いただきたいと、こういう考え方をこれから

つくっていく必要性がある。これはもちろん

行政的に、いろいろな福祉施設とか、あるい

はお年寄りの住宅を建てよう、いろいろな御

意見がございます。

しかし、最終的にやる上においては、何が

あそこに最適任かと、最適な施設が必要なの

かと、こういうことを総合的に法定協議会の

意見を十分聞きながらまとめていかなければ

なりません。それには、今、御指摘を受けた

財源的なものについては、基本的には市とし

ては、民間でやるものにいたしたいと、こう

いう基本的な考え方で今進めるところでござ

います。

ただ、今お話のありました、契約の中に基

本的にのせるのか載せないのかという問題が

一つ、時期的に６カ月ずれたではないかと、

こういうお話がございました。確かにそうい

う問題はございますけれども、法定協議会を

設置することがおくれたという状況が一つご

ざいます。それは、まちづくり新法が昨年の

８月に施行になって、その実情の中身という

のは、精査をする中で現実的に進めてきたわ

けでございますけれども、市としては、基本

的には、協会病院の跡地問題については、そ

ういう三法にのせる、のせないという問題は

別個にして、早くあそこの土地利用を考えて

いく必要性があるのではないかと。こういう

観点から、法定協議会の設置と同時に、これ

も一つ包含する中で、両方法をとりながら、

できるだけ早い状況の中でつくり上げていく

必要性があると、こういう考え方で進めてき

たということで、この機会に御理解を賜りた

いと、このように思うところでございます。

よろしいですか。○議長（北猛俊君）

１５番菊地敏紀君。

市長のお話は十分○１５番（菊地敏紀君）
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わかりました。

しかし、民間活力を導入して、協会病院の

跡地も整備すると。また、いろいろ今の街中

の空き店舗、それから空き地も、何とか民間

活力でということでございますけれども、や

はり民間活力を使って中心市街地の活性化を

図ることは、これも一つの方法で、これは決

してだめだと異議を唱えるものではございま

せんけれども、しかし、やはり行政というの

は、これからの富良野の１００年の大計を考

えたまちづくりをしなければならないという

ことで、やはり行政の果たす役割は非常に大

きいものと私は思います。

いや、民間は、やはりそのときの経営状況

さえよければいいわけであって、行政は決し

てそんなものではないということを十分自覚

をしていただきまして、やはり富良野のまち

づくりのためには、行政が主体とならなくて

も、行政が口を出せるだけのきちっとした役

割を持っているのだということだけは忘れな

いで事に当たっていただければと思いますけ

れども、いかがなものでしょうか。

御答弁を願います。○議長（北猛俊君）

市長能登芳昭君。

それぞれまちづくり○市長（能登芳昭君）

をする基本的な、これは市が当然主導権を

もってやっていかなければなりません。それ

は、あくまでも市の責任において、これを進

めるということが基本でございますので、今

御指摘がありました点を念頭に置きながら、

そういう形で私は進めてまいりたいと、この

ように考えています。

以上で、菊地敏紀君の○議長（北猛俊君）

質問は終了いたしました。

────────────────────

散 会 宣 告

────────────────────

以上で、本日の日程は○議長（北猛俊君）

終了いたしました。

６月１３日、１４日、１５日は議案調査の

ため、１６日、１７日は休日のため休会であ

ります。

１８日の議事日程は、当日配付いたしま

す。

本日は、これをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後 ３時１３分 散会
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